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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

 

回次 第70期 第71期 第72期 第73期 第74期

決算年月 平成23年3月 平成24年3月 平成25年3月 平成26年3月 平成27年3月

売上高 (百万円) 24,380 24,382 24,260 25,731 24,863

経常利益又は
経常損失(△)

(百万円) △1,516 401 767 1,204 1,159

当期純利益又は
当期純損失(△)

(百万円) △1,578 5,956 904 1,091 1,109

包括利益 (百万円) △1,842 5,871 1,184 1,340 1,220

純資産額 (百万円) 5,402 11,274 12,700 12,568 13,921

総資産額 (百万円) 28,782 28,389 27,898 29,741 31,407

１株当たり純資産額 (円) 74.43 155.32 174.98 211.40 234.24

１株当たり当期
純利益金額又は
当期純損失金額(△)

(円) △21.73 82.06 12.47 16.87 18.67

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益金額

(円) ─ ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 18.8 39.7 45.5 42.3 44.3

自己資本利益率 (％) ― 71.4 7.5 8.6 8.4

株価収益率 (倍) ― 0.7 5.9 6.5 9.7

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,055 2,520 △2,099 △2,004 484

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △192 15 227 △392 △1,263

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △759 △649 △658 925 1,245

現金及び現金同等物
の期末残高

(百万円) 4,025 5,889 3,728 2,319 2,872

従業員数 (名) 957 816 880 908 925
 

(注) １　売上高には、消費税等は含まれていません。

２　潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載していません。

３　従業員数は、就業人員数を表示しています。

４　平成25年3月期において、株式会社テクノイケガミを新たに連結の範囲に含めています。
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(2) 提出会社の経営指標等

 

回次 第70期 第71期 第72期 第73期 第74期

決算年月 平成23年3月 平成24年3月 平成25年3月 平成26年3月 平成27年3月

売上高 (百万円) 23,318 22,790 22,822 23,484 22,115

経常利益又は
経常損失(△)

(百万円) △1,034 507 987 1,337 902

当期純利益又は
当期純損失(△)

(百万円) △1,088 4,292 1,169 1,245 907

資本金 (百万円) 10,022 10,022 10,022 10,022 7,000

発行済株式総数 (株) 72,857,468 72,857,468 72,857,468 72,857,468 72,857,468

純資産額 (百万円) 7,621 11,920 13,225 13,186 14,412

総資産額 (百万円) 30,699 28,878 27,978 29,884 31,599

１株当たり純資産額 (円) 105.00 164.22 182.21 221.78 242.50

１株当たり配当額
(内、１株当たり
中間配当額)

(円)
(円)

― ― ― 2.00 3.00

(―) (―) (―) (―) (―)

１株当たり当期
純利益金額又は
当期純損失金額(△)

(円) △14.99 59.14 16.11 19.24 15.27

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 24.8 41.3 47.3 44.1 45.6

自己資本利益率 (％) ― 43.9 9.3 9.4 6.6

株価収益率 (倍) ― 1.0 4.5 5.7 11.9

配当性向 (％) ― ― ― 10.4 19.7

従業員数 (名) 888 757 698 711 727
 

(注) １　売上高には、消費税等は含まれていません。

２　潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載していません。

３　従業員数は、就業人員数を表示しています。

 

EDINET提出書類

池上通信機株式会社(E01819)

有価証券報告書

 3/94



 

２ 【沿革】
 

昭和23年２月 当社の前身は、初代社長斎藤公正が昭和21年９月、東京都大田区において通信機用小型変圧

器、電源機器を主製品として創業した池上通信機材製作所であり、昭和23年２月、本店を東京

都大田区堤方町666に置き、資本金195,000円をもって株式会社池上通信機材製作所を設立し、

この業務を承継したものです。

昭和24年８月 日本放送協会技術研究所の技術指導を受け、周波数特性自動記録装置およびテレビジョンスタ

ジオ装置用部品並びに測定器類の製造を開始

昭和26年１月 商号を現商号池上通信機株式会社に改称

昭和33年４月 川崎工場を新設し、テレビジョン放送機器および音声機器の製造を開始

昭和35年９月 水戸工場を新設し、電源装置、測定機器等の製造を開始

昭和36年５月 藤沢工場を新設し、工業用テレビジョン機器および小型変圧器の製造を開始

昭和36年６月 東京証券取引所店頭市場に株式を公開

昭和36年10月 東京証券取引所市場第二部に株式を上場

昭和39年12月 米国法人Ikegami Electronics Industries Inc. of New York(連結子会社)を設立

昭和44年４月 宇都宮工場を新設し、工業用テレビジョン機器等の製造を開始

昭和45年８月 池上工場を新設し、テレビジョンカメラ部門等を川崎工場より移行

昭和50年３月 米国法人 Ikegami Electronics Industries Inc. of New York の商号を現商号 Ikegami

Electronics (U.S.A.),Inc.に改称

昭和51年１月 ドイツ駐在員事務所を開設

昭和55年12月 ドイツ法人Ikegami Electronics (Europe)GmbH(連結子会社)を設立し、駐在員事務所を廃止

昭和59年２月 東京証券取引所市場第一部に株式を指定替え上場

平成３年５月 株式会社テクノイケガミを設立

平成４年４月 池上エルダー株式会社を設立

平成５年11月 株式会社アイテムを設立 （現 株式会社池上ソリューション）

平成11年10月 藤沢事業所の業務を池上工場に統合

平成12年４月 川崎工場の業務を湘南工場に全面移転

平成15年２月 水戸工場の業務を宇都宮工場に統合

平成22年１月 池上エルダー株式会社を清算

平成22年４月 池上工場と宇都宮工場を統合

平成24年４月 株式会社テクノイケガミを連結の範囲に追加

平成24年10月 宇都宮プロダクトセンターの一部製品の生産機能を株式会社テクノイケガミへ移管

平成26年４月 シンガポール法人Ikegami Electronics Asia Pacific Pte.Ltd.を設立
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３ 【事業の内容】

当社グループは、当社および子会社5社から構成されており、情報通信機器の開発、生産、販売、サービスにわ

たる事業活動を展開しています。

 

当社グループの事業に係る位置付けは次のとおりです。

当社が情報通信機器の開発、生産ならびに北米・中南米、欧州・中東・アフリカ、西アジア・東南アジア・大洋

州地域を除いた販売、サービス活動を行っています。

㈱テクノイケガミでは当社が生産した情報通信機器の修理・サービスの一部を行うとともに、当社プロダクトセン

ターの製品の一部を生産しています。

 連結子会社であるIkegami Electronics(U.S.A.),Inc.（米国）では、北米・中南米地域で、Ikegami

Electronics(Europe)GmbH（ドイツ）では、欧州・中東・アフリカ地域で当社製品の販売、サービス活動を行って

います。

 また、非連結子会社であるIkegami Electronics Asia Pacific Pte.Ltd.（シンガポール）では、西アジア・東

南アジア・大洋州地域を対象として、当社製品の販売、サービス活動を行っています。

 

事業の系統図は次のとおりです。
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４ 【関係会社の状況】
 

名称 住所
資本金又は
出資金

主要な事業
の内容

議決権の
所有(被所有)割合

関係内容
所有割合
(％)

被所有割合
(％)

（連結子会社）       

株式会社テクノイケガミ
（注）

神奈川県川崎市
川崎区

百万円
100

情報通信機器の
サービス、生産

100 ―

当社製品のサービス、および
生産を行っています。
設備資金、運転資金について
融資をしています。
土地、建物の一部を賃貸して
います。役員の兼任　3名。

Ikegami Electronics
(U.S.A.),Inc.（注）

メイウッド
(アメリカ)

千米ドル
48,000

情報通信機器の
販売、サービス

100 ―

当社製品の北米・中南米地域
への販売、およびサービスを
行っています。
設備資金、運転資金について
融資をしています。
設備の賃貸借等はありませ
ん。役員の兼任　1名。

Ikegami Electronics
(Europe)GmbH（注）

ノイス
(ドイツ)

 

千ユーロ
9,203

 

情報通信機器の
販売、サービス

100 ―

当社製品の欧州・中東・アフ
リカ地域への販売、および
サービスを行っています。
設備資金、運転資金について
融資をしています。
設備の賃貸借等はありませ
ん。役員の兼任　1名。

 

(注) 特定子会社に該当します。

 

５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成27年3月31日現在

セグメントの名称 従業員数(名)

情報通信機器 925
 

(注)  従業員数は就業人員です。

 

 

 

(2) 提出会社の状況

平成27年3月31日現在

セグメントの名称 従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

情報通信機器 727 45.5 21.5 6,142,411
 

(注) １ 従業員数は就業人員です。

２ 平均年間給与は、賞与および基準外賃金を含んでいます。

 

 
 

(3) 労働組合の状況

当社グループの労働組合は結成されておりません。なお、労使関係については、特に記載すべき事項はありませ

ん。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度におけるわが国の経済は、政府、日銀による経済政策や金融政策の効果から円安・株高が持続

し、企業収益に改善の動きが見られ、雇用情勢も改善傾向となるなど、景気の緩やかな回復基調が続きました。一

方、世界経済においては、米国の着実な景気回復の動きや、欧州ユーロ圏での景気持ち直しの動きが継続するな

ど、緩やかな回復が期待される状況となりましたが、中国や東南アジア地域での景気拡大テンポの鈍化や原油価格

の下落など、依然として景気の下振れリスクも存在する状況で推移しました。

 

 このような状況下において、当連結会計年度における経営成績の概況につきましては、以下のとおりとなりまし

た。

 国内販売につきましては、錠剤検査装置等の検査機器とセキュリティカメラシステムの販売が堅調に推移しまし

たが、前年同期に消費税増税前の駆け込み需要により販売を大きく伸ばした医療用カメラの販売は、当該需要の反

動が影響し減少しました。また、当社主力の放送機器市場において、放送用カメラ、モニタ、伝送システムの販売

は引続き堅調だったものの、前期第４四半期に売上を大きく伸ばした官公庁向け映像システムの一部が需要の端境

期となったこともあり、国内売上高は減少しました。一方、海外販売においては、中国や韓国、東南アジア地域等

の社会情勢の変化が放送機器の需要形成に多大なる影響を与え、同国・地域等への販売が年度を通じて低調に推移

しました。北米においては、セキュリティカメラシステムの販売が堅調に推移しましたが、放送市場での設備投資

の動きが鈍い状況が継続したため前年同期の売上を下回る結果となりました。しかしながら、欧州地域での放送用

カメラシステム、医療用カメラ、モニタの販売が第１四半期から好調に推移し、同地域での売上は大きく増加しま

した。この結果、連結売上高は前年同期と比べ、3.4%減の248億63百万円となりました (前年同期売上高257億31百

万円)。

 損益面につきましては、売上高の減少となりましたが、調達コストダウン、海外生産の実施、生産効率改善施策

等が定着したことによる売上原価率の更なる改善と併せ、欧州地域が好調に推移するとともに米国子会社ならびに

国内子会社も営業利益を創出したことに加え、為替が円安傾向で推移したこともあり、営業損益は前年同期と比べ

１億46百万円増加し、営業利益9億13百万円（前年同期営業利益７億66百万円）となりました。

 経常損益につきましては、為替差益等の営業外収益を計上し、経常利益11億59百万円（前年同期経常利益12億４

百万円）となりました。

 最終損益につきましては、当期純利益11億9百万円（前年同期当期純利益10億91百万円）となりました。
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(2) キャッシュ・フローの状況

当連結会計期間の営業活動によるキャッシュ・フローについては、税金等調整前当期純利益11億86百万円を計上

し、減価償却費6億71百万円、退職給付に係る負債の減少額9億48百万円、売上債権の減少額19億64百万円、たな卸

資産の増加額19億72百万円等により、4億84百万円の収入となりました（前年同期比24億89百万円の収入増加）。

 

 投資活動によるキャッシュ・フローについては、有形固定資産の取得による支出6億38百万円、無形固定資産の

取得による支出3億52百万円、貸付けによる支出1億78百万円、関係会社出資金の払込による支出1億1百万円等によ

り、12億63百万円の支出となりました（前年同期比8億71百万円の支出増加）。

 

 財務活動によるキャッシュ・フローについては、短期借入金の純増加額7億40百万円、長期借入れによる収入13

億54百万円、長期借入金の返済による支出4億60百万円、社債の償還による支出2億円、配当金の支払額1億26百万

円等により、12億45百万円の収入となりました（前年同期比3億20百万円の収入増加）。

 

 以上の結果により、現金及び現金同等物の期末残高は、前連結会計年度末に比べ5億53百万円増加し、28億72百

万円となりました。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当連結会計年度における生産実績は次のとおりです。

 

セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同期比(％)

情報通信機器 25,703 △0.5
 

(注) １ 金額は、販売価格によっています。

２ 上記の金額には、消費税等は含まれていません。

 

(2) 受注状況

当連結会計年度における受注状況は次のとおりです。

 

セグメントの名称 受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％)

情報通信機器 27,029 13.0 8,772 32.8
 

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれていません。

 

(3) 販売実績

当連結会計年度における販売実績は次のとおりです。

 

セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比(％)

情報通信機器 24,863 △3.4
 

(注) １ 主な相手先別の販売実績および当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先

前連結会計年度 当連結会計年度

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％)

日本放送協会 4,907 19.1 4,267 17.2
 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれていません。
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３ 【対処すべき課題】

（１）対処すべき課題

当社グループを取り巻くビジネス環境は、中長期の視点では国内外での４K、８Kシステムの本格導入、放送のデ

ジタル化投資や、安心、安全への関心の高まりによるセキュリティ等に対する設備投資需要が見込まれます。

 

こうした認識に基づき、当社グループはグローバル展開を視野に、主力である放送システム事業の維持・拡大

と、産業システム市場の成長拡大を強力に推し進め、売上高・利益の拡大を目指すとともに、品質革新による安定

的経営基盤の確立を目指し、当社グループが有する最先端の映像技術の源泉をIP&T(Image：撮像、Process：画像

処理、Transmission：伝送) 技術と位置づけ、顧客満足を追求した製品・技術開発を研鑽する施策を断行していき

ます。

 

１）ベース市場である放送市場の維持、拡大と産業システム市場の成長拡大

当社グループの基盤である放送技術を磨き続け放送局のニーズに応えるとともに官公庁市場における映像・映像

伝送ニーズに積極的に対応していきます。また、当社が有する映像応用技術の優位性を研ぎ澄まし、CCTV事業、

医療分野、検査市場など産業システム市場の成長拡大を目指します。

 

２）グローバルビジネスの推進

 当社グループ全体で最適なグローバル体制を構築し、グローバル市場での売上規模拡大、利益創出を図りま

す。国際競争力のある地域に根ざした製品戦略を為替リスク対策も視野に入れたコスト戦略と合わせ、展開して

いきます。また、併せてグローバル人材の育成を強化します。

 

３）技術力強化・推進

 当社グループの成長の鍵は、性能、コスト、品質において、競合に打ち勝つ、顧客満足を満たす製品を開発し

続けることにあります。お客様の真の要求を把握し、製品に落とし込むことで、お客様が求める製品を具現化し

ていきます。他社をリードする開発を、「顧客満足」を追求した夢のある開発を実現していきます。

 

４）マーケティング力、営業力の強化

 当社グループが国際競争力のあるお客様の求める製品をタイムリーに供給するためには、真のVOC(Voice Of

Customer)、技術トレンド、競合他社動向、地域ニーズの的確な把握、分析が欠かせません。このため、マーケ

ティングの専任体制組織化によるマーケティング活動の強化、徹底を推進します。併せて、市場の最前線で活動

する営業担当のスキルアップ、国内外の販売店、代理店の再編、強化など、営業力の強化を図ります。

 

５）グローバル生産体制の構築

 当社がグローバル市場への展開を目指す中で、更に熾烈な価格競争に晒されることが予想されます。また、為

替リスクを考慮すると、生産コスト構造を抜本的に変える施策展開を視野に入れる必要があります。当該施策の

一環として、可能なものから逐次、海外生産へシフトし、最適なグローバル・サプライチェーンマネジメントの

構築を目指します。

 

６）拠点の最適化

 中・長期の視点で見た売上規模、販売エリアの想定を睨み、グループ全体で生産・販売拠点の効率化、最適化

の観点で拠点再編の検討を進めていきます。

 

７）コア・ノンコア業務の峻別

 業務の選択と集中を加速させ、当社の中核となるコア業務を強化します。また、当社グループで実施していか

なければならない業務以外については、アウトソーシング化、EMS化を図っていきます。
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（２）株式会社の支配に関する基本方針

①基本方針の内容

当社グループは、映像技術を核とした事業基盤の確立に努め、幅広い分野においてメーカーの使命である最先端

技術やノウハウを集積した製品・システムを提供し続けています。特に、製品やシステムの提供に際しては、開

発・生産・受注・納入という一連の「もの作り」や「販売」のプロセスだけでは表現し得ない多くのノウハウ・専

門知識・情報、そして顧客や取引先等のステークホルダーとの間に築かれた信頼感で形成された緊密な関係等を有

しており、その面を深化し続けていくことこそが、結果として当社グループの企業価値を高めていくことになると

確信しています。

 また、逆に、進歩の早い技術変革をリードし続けるために、将来の技術のトレンドを常に意識し、経営資源の集

中的再配分により、当社グループが得意とする技術要素を追求することは当然のことながら、必要に応じて関係各

社と業務提携を行うなど、顧客のニーズを具現化するための施策に積極的に取り組んでいくことが、中長期的に見

て、株主共同の利益創出の源泉になると考えています。

 当社取締役会は、上記の顧客や取引先等のステークホルダーとの信頼関係の維持が確保されない当社株式の大量

取得行為を行う者や、短期的な投資リターンを追い求めて上記顧客ニーズを具現化するための施策に積極的でない

者は、当社の財務および事業の方針の決定をする者として適当でないと考えています。

 

②基本方針に照らして不適切な者によって当社が支配されることを防止するための取り組みの具体的な内容

当社は、上記基本方針に基づき、企業価値ひいては株主共同の利益を害する大量買付行為を防止するための取り

組みとして、平成19年5月18日より「大規模買付ルール」を導入し、２年ごとの定時株主総会での決議を経て、現

在も導入しています。

 大規模買付ルールは、当社株式の大量買付が行われる場合の手続を明確にし、株主の皆さまが適切な判断をする

ために必要かつ十分な情報と時間を確保するとともに、買付者との交渉の機会を確保することにより、当社の企業

価値・株主共同の利益を確保し、向上させることを目的としています。

 

③大規模買付ルールに関する当社取締役会の判断およびその理由

当社取締役会は、上記取り組みにつきまして、２年ごとの定時株主総会の決議をとるなどの株主意思を確認する

ための手続が保障されており、また、客観的合理性ある発動要件が定められ、かつ発動時に独立した特別委員会に

諮問するなどの客観的手続が定められていることから、上記基本方針に沿うものであって株主共同の利益を損なう

ものでなく、かつ会社役員の地位の維持を目的としたものではないと判断しています。

 

大規模買付ルールの内容は下記当社ホームページよりご参照願います。

 ＜http://www.ikegami.co.jp/ir/company07.html＞

  買収防衛策
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４ 【事業等のリスク】

当社グループの事業その他に関するリスクについて、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性があると考えられ

る事項には、以下のようなものがあります。

 本項においては、将来に関する事項も含まれておりますが、当該事項は有価証券報告書の提出日現在において判断

したものです。

 

(1) 当社を取り巻く事業環境について

当社グループは国内のみならず米国、欧州、アジア、中近東、ロシア等の地域で商品を供給しています。従って

これらの国または地域の経済状況や政治的要因、法的規制等により当社グループの販売活動に悪影響を及ぼす可能

性があります。

 また当社グループの取引には外貨建てのものが含まれています。そのため当社グループは為替予約等により為替

相場の変動リスクをヘッジしていますが、そのリスクを全て排除することは不可能であり、当社グループの経営成

績および財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。

 

(2) 事業の収益性・成長性について

当社グループが行う各事業において、競争の激化による製品価格の低下が進んでおり、今後もより一層の厳しい

競争が予想されます。当社グループもコスト削減努力など収益性の改善に全力で取り組んで参りますが、予想より

も急激に競争が激化した場合、各事業の収益面において悪影響を及ぼす可能性があります。

 

(3) 他社との連携について

当社グループは他の会社またはグループとの連携により、より付加価値の高い商品を提供できると考えていま

す。しかしながら、関係各社との連携において不具合が生じるなど、予期せぬ事態が発生した場合には、事業の展

開に遅れが生じるなどの悪影響を及ぼす可能性があります。

 

(4) 製品の品質について

当社グループは設計から製造・検査に至るまで、製品の品質および安全性には細心の注意を払っています。しか

しながら製品の品質面でのリスクを全て排除するのは不可能であり、製造物責任（PL）問題を提起される可能性が

あります。またその他にも製品の不具合による賠償など品質や安全面での問題を提起される可能性も考えられ、当

社グループの経営成績および財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。

 

(5) 製品の開発について

当社グループは新製品の開発を積極的に行っていますが、製品開発に遅れが生じた場合、製品の市場への投入が

遅れ、当社グループの経営成績および財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。

 

(6) 社内での情報の取り扱いについて

当社グループは顧客情報や取引先の情報などの重要情報について、社内での情報管理を徹底し、情報漏洩の防止

に万全を期しています。しかしながら、そのリスクを全て排除するのは不可能であり、情報漏洩による信用の低

下、訴訟等によるコスト増加などが起こる可能性があります。
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(7) 災害等について

当社グループは神奈川県藤沢市、栃木県宇都宮市に生産の拠点をおいており、これらの地域で地震などの大規模

災害が発生した場合や、テロ災害、火災事故の発生、新型ウィルスの蔓延などにより被害を受ける可能性がありま

す。また、当該拠点エリアにおいて計画停電等が実施された場合、生産活動に支障が出る可能性があります。

 

５ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

 

６ 【研究開発活動】

 

当社グループは、顧客に満足して頂ける製品を創造するために常に技術を磨き、「技術の池上」と評価を頂けるよ

う、積極的に研究開発活動を行っています。 研究開発は、開発本部(川崎市)で要素技術・機能開発を行い、プロダク

トセンター（宇都宮市）とシステムセンター(藤沢市)で、製品化開発を行っています。 また、グループ外企業との分

業と連携により、自社のコア技術開発とスピードある製品開発を実現しています。当連結会計年度におけるグループ

全体の研究開発費は、18億76百万円です。

 

（1）放送システム事業関連

放送システム事業関連では、デジタル放送番組素材の撮影取材、中継伝送、編集制作、放送番組の送出・基幹網

伝送に注力して、番組制作機器、有線/無線中継機器およびネットワーク機器の研究開発を行っています。 また、

総務省の推進する4K・8Kロードマップを重視した研究、製品開発に取り組んでいます。 当連結会計年度では以下の

主な成果がありました。

 

放送用カメラでは、NHK(日本放送協会)との共同開発で、第4世代の8Kスーパーハイビジョンカメラとして、初

代カメラと比べ約1/10の小型・軽量化を実現し、運用性を格段に高めた、世界初のハンディータイプ8Kスーパー

ハイビジョンカメラ「SHK-810」を完成させました。小型化により従来の放送用カメラと同等な使い勝手が得ら

れ、8Kコンテンツ制作においてより臨場感のある映像の提供を可能としました。 2016年リオデジャネイロオリン

ピック、2020年の東京オリンピックにおいて活躍が期待されています。

 放送用4Kカメラとしては、「Real Native 4K」をコンセプトに、既存のHD放送用カメラの操作性と運用性を踏

襲し、2/3型 800万画素（4K）CMOSセンサを搭載した新開発4K 3CMOSシステムカメラを開発しました。また、現行

HDカメラによる4K映像撮影のソリューションとして、3G-SDI対応のBS-98、CCU-980にスロットインするだけで4K

超解像映像を出力する、4Kコンバータボードを開発しました。 本製品の開発により、現行HD制作と4K制作との間

で機材の共通化が可能となり、4K放送へのスムーズな移行が実現できます。

 現行HDカメラでは、星明かり程度の低照度環境下（0.001 lx / F1.4）でカラー動画（60fps）撮影が可能な超

高感度3CMOS HDTVポータブルカメラ「HDK-5500」を製品化しました。日中でも最適な映像が得られるNDフィルタ

を搭載しており、昼夜連続運用が可能な放送用ポータブルHDカメラとして、既に放送局で運用されています。

 また、海外向けHDTVシステムカメラとして、放送用トップエンドカメラUnicamHD 「HDK series」の信頼性・画

質・品質を踏襲した放送品質の高画質を手軽に導入できる1/3型 3CMOS HDTVカメラシステム「HC-HD300」を開

発・製品化しました。 発売開始より北米地域の教会グループなどの準放送市場、および中南米地域における放送

市場より、活発な引き合いを頂いています。今後、これらの国々の他、これから放送のデジタル化、HD化が本格

化する東アジア地域・アフリカ地域などの放送市場、および欧米における準放送市場に向け、高品質な映像ソ

リューションを提供していきます。

 

放送用モニタでは、4Ｋ対応モニタとして、広視野角、動画ぼやけを抑え優れた応答速度を実現した32型ＬＣＤ

モニタ「HQLM-3210W」を製品化しました。 現在の映像フォーマットの4K標準インターフェースであるHDMIおよび

Display Portの他、SDI入力コンバータを使用することにより、3G-SDI×4の4K入力に対応をしています。今後

「Real Native 4K」のコンセプトのもと、シリーズの拡充に向け開発を進めています。

 現行HDモニタでは、LCDを採用したマルチフォーマットモニタHLMシリーズのラインアップ拡充を進め、ワール

ドワイドに需要が見込まれる17型高画質、高精細モニタ「HLM-1705WR」、モニタ棚の省スペース（高さ方向）を

可能としシステムアップに適した15型モニタ「HLM-1504WCS」、新たにHD-SDI各2入力を実現した7型2連マルチ

フォーマットモニタ「HLM-7012WR」、同じく5型3連マルチフォーマットLCDカラーモニタ「HLM-5013WR」を製品化
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しました。 これらの製品を通じて、スタジオ、中継車等、様々な放送現場の映像モニタ・ソリューションをグ

ローバルに展開していきます。

 

 その他の放送用映像音声スタジオ機器・システムとしては、73期に開発した、放送映像システムを構成する

ルーティングスイッチャ、プロダクションスイッチャ、コンバータ機能を統合した製品「MuPS-4000」シリーズの

機能の高度化を進めました。 具体的には、プロダクションスイッチャに特に求められる三次元効果（3Dエフェク

タ）にデザイン性を追求した額縁ボーダ、複雑な形状で切り取るトリミング機能を付加しました。 これによりス

ポーツ番組や報道番組の画面合成用途としての制作機能が向上しました。

 また同じく付加機能として、多数の非同期映像を1画面内にフレキシブルに配列表示する「マルチビューワ」機

能を開発しました。　スタジオ、中継車において各制作者が個々にマルチビューアを運用する昨今の事情を踏ま

えて、「マルチビューア」機能の内蔵化により、トータルでのシステム導入コストを下げ効率的にシステムを構

築・提供することができるようになりました。

 放送映像システムの統合製品「MuPS-4000」シリーズは、将来の４K放送対応を見据えるとともに、お客様の要

求される機能、システム規模に合わせてフレキシブル、かつコンパクトな提案が可能なことから、本製品を採用

頂いたスタジオサブ映像システムの納入が本格化しています。

 今後もHDスタジオ、中継車の更新需要に向けて、最新の技術を導入した新たなソリューションを提供していき

ます。

 

無線伝送・通信機器では、700MHz帯FPUの周波数移行先である1.2GHz帯/2.3GHz帯のデュアルバンド対応・MIMO

方式FPUを開発しました。 このことにより、同一周波数帯域幅内で同一の変調方式を用いて、2倍以上の通信速度

を得ることが放送素材伝送の実用機レベルで可能になりました。 今後も無線通信を用いる種々の製品へMIMO技術

の展開を進めていきます。

 その他、警察や消防などのヘリテレシステムにおいては、15GHz帯の小型送信機と高出力電力増幅器を製品化

し、業界初の2W出力（従来は0.5W）を実現しました。 この開発により、デジタル伝送時の通信距離を従来製品と

比較して2倍に伸ばすことが可能となり、デジタル化移行を大きく後押ししています。

 

（2）産業システム事業関連

セキュリティ機器関連では、HD化、超高感度化、ネットワーク化に力を入れています。

 

監視カメラでは、屋外耐環境型フルハイビジョン・コンビネーションカメラ「PCS-720HD」を新開発しました。

本製品の市場投入により、HD化が進みつつある屋外耐環境型カメラ市場に新たなソリューションの提供が可能と

なりました。

 また、暗所監視や撮影用照明を要しない超高感度カメラとして、最低被写体照度0.00016lx/F1.2で蓄積処理無

く30fps動画撮影を可能とする超高感度HDカラーカメラ「ISD-2500HD」、および0.0081lx/F1.9で撮影可能な屋外

耐環境型HDコンビネーションカラーカメラ「PCS-7500HD」を製品化しました。これら超高感度カメラの製品化に

より、従来の蓄積型高感度カメラでは困難であった動きの早い移動物体監視において、鮮明なカラー画像での撮

影が可能となり、昼夜を問わず最適な監視ソリューションの提供が可能となりました。

 ネットワーク系では、フルHD IPカメラ（「IPD-BX300」(ボックス型)、「IPD-DM300」(ドーム型)）とフルHD

ネットワークレコーダ「INR-1008P/1016P」（PoE対応）を開発し、IPカメラとネットワークレコーダ間を1本の

ネットワークケーブルで接続するだけでフルHDカラー監視を実現するIP監視ソリューションを提供しました。 こ

れにより、電源と映像データが1本のネットワークケーブルで供給可能となり、煩雑なネットワーク設定も不要と

なるなど、システム設置の利便性が向上しています。今後、小規模システムから大規模システムまでIP監視ソ

リューションの拡充を図っていく予定です。

 

メディカル関連では微細手術の高度化を支える映像装置の研究開発を進めています。

 

 手術顕微鏡、術野カメラシステム等、さまざまな場面で活用頂く医療用カメラの最高機種として、プログレッ

シブスキャン対応フルHD 3CMOSカメラ「MKC-700HD」を製品化しました。 MKC-700HDは、当社従来比2倍の高感度

（2000lx/F16）に加え、新開発の画像補正機能・階調補正機能により、細部までより解像感のある映像表現を可

能にしました。　また高感度という特長を活かし、従来、専用センサを必要とした蛍光造影検査にも対応可能と
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なり、手術現場で欠かせない機能・操作性を実現しています。

 さらに、医療分野の動画像、静止画像を同時に記録、再生できる、メディカルビデオレコーダ「MDR-600HD」を

製品化しました。 これら新製品のラインアップにより、医療分野における手術映像の一連のプロセス（撮影・表

示・記録）をトータルで提案することが可能となりました。

 

 検査機器関連では、お客様製品の品質向上を支えるために、画像処理とメカトロニクスを融合した検査装置シ

ステムの研究開発を行い、事業拡大に努めています。

 

主要製品である錠剤検査装置TIE-9000シリーズでは、立体的光学合成技術を活用して高精度検出を可能とする

3D検査機能の搭載製品開発が完了し、出荷を開始しました。 また、昨年のINTERPHEX展で参考展示を行ったX線錠

剤内部検査装置の製品化を進め、TIE-XRとして2015年のINTERPHEX展で製品発表の予定です。

更に、高齢化とジェネリック医薬品の普及に伴う錠剤医薬品の識別改善の要求に応えて、非接触型のインク

ジェット錠剤印刷装置の研究開発を進めており、同上の展示会にて参考出展の計画も進めています。

錠剤検査装置は、今後の高齢化社会に伴う錠剤医薬品の需要増に応えるべく、検査性能の向上、新機能の研究開

発を進め、さらなるソリューションの提供を継続していきます。

 平面検査市場では顧客要求に応えるべく、高速搬送での高精度検出に対応する16,000画素850MHz高速ラインカ

メラの検査機器の機能研究開発に着手し、2015年4月の高機能FILM展に参考出展致しました。今後、業界最速、高

解像度の平面検査装置として製品化開発を進め、お客様への新たなソリューションを展開していきます。
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７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 

文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものです。

 

(1) 財政状態

当連結会計年度末の総資産は、314億7百万円であり、前連結会計年度末に比べ16億65百万円増加しました。流動

資産は現金及び預金、たな卸資産の増加、受取手形及び売掛金の減少等により、前連結会計年度末に比べ8億77百

万円増の253億86百万円となりました。固定資産は有形固定資産、無形固定資産、投資有価証券、海外子会社設立

による関係会社出資金の増加等により、前連結会計年度末に比べ7億88百万円増の60億20百万円となりました。

 

 負債総額は174億85百万円であり、前連結会計年度末に比べ3億12百万円増加しました。流動負債は、短期借入金

の増加、1年以内返済予定の長期借入金の増加等により、前連結会計年度末に比べ9億66百万円増の91億87百万円と

なりました。固定負債は、長期借入金の増加、退職給付に係る負債の減少等により、前連結会計年度末に比べ6億

54百万円減の82億97百万円となりました。

 

 純資産については、前連結会計年度末に比べ13億53百万円増加し、139億21百万円となりました。これは主とし

て、当期純利益計上による利益剰余金の増加によるものです。

 

 この結果、自己資本比率は、44.3%（前連結会計年度末42.3%）となりました。

 

(2) 経営成績及びキャッシュ・フロー

「１＜業績等の概要＞（１）業績、および（２）キャッシュ・フローの状況」に記載のとおりです。
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第３ 【設備の状況】

 

１ 【設備投資等の概要】

当社グループの設備投資につきましては、生産効率の向上、合理化および製品の信頼性向上のための投資を行って

おり、当連結会計年度において、総額5億47百万円の設備投資を実施しました。 

 

２ 【主要な設備の状況】

(1) 提出会社

平成27年3月31日現在

事業所名
(所在地)

セグメント
の名称

設備の
内容

帳簿価額(百万円)

従業員数
(名)

建物
機械及び
装置

土地
(面積㎡)

工具、器具
及び備品

リース
資産

合計

湘南プロダクトセン
ター
(神奈川県藤沢市)

情報通信
機器

生産
設備

94 107
9

(5,273.42)
43 43 298 225

宇都宮プロダクトセン
ター
(栃木県宇都宮市)

情報通信
機器

生産
設備

463 126
60

(41,256.10)
24 18 694 171

開発本部
（神奈川県川崎市川崎
区)

情報通信
機器

その他
設備

49 0
372

(2,457.74)
76 0 499 65

本社他
（東京都大田区他）

情報通信
機器

その他
設備

75 0
1,003

(1,906.67)
229 86 1,395 266

 

(注) １　上記には建設仮勘定を含んでいません。

２　建物の一部を借用しています。年間賃借料は52百万円です。

３　上記の他、主要なリース設備として、生産設備では設計設備、その他の設備ではコンピュータ関連機器があ

り、年間リース料は2百万円です。

 

(2) 国内子会社

平成27年3月31日現在

会社名
(所在地)

セグメント
の名称

設備の
内容

帳簿価額(百万円)

従業員数
(名)

建物
機械及び
装置

土地
(面積㎡)

工具、器具
及び備品

リース
資産

合計

株式会社テクノイケ
ガミ

         

本社他
（神奈川県川崎市川
崎区他）

情報通信
機器

生産設
備等

4 ―
― 
(―)

49 24 77 138

 

(注) 上記には建設仮勘定を含んでいません。
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(3) 在外子会社

平成27年3月31日現在

会社名
(所在地)

セグメント
の名称

設備の
内容

帳簿価額(百万円)

従業員数
(名)

建物
機械及び
装置

土地
(面積㎡)

工具、器具
及び備品

リース
資産

合計

Ikegami Electronics
(U.S.A.),Inc.
(アメリカ メイウッ
ド)

情報通信
機器

販売
設備

20 ―
22

(11,374.66)
84 0 127 33

Ikegami Electronics
(Europe)GmbH
(ドイツ　ノイス)

情報通信
機器

販売
設備

318 ―
154

 (6,180.00)
13 ― 486 27

 

(注) １　上記には建設仮勘定を含んでいません。

２　上記には賃貸中の土地8百万円を含んでいます。

３　上記の他、主要なリース設備として事務所等があり、年間リース料は10百万円です。

 

３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 新設

会社名　事業所名
セグメント
の名称

設備の内容

投資予定額

資金調達方法 着手年月
完成

予定年月予算金額
(百万円)

既支払額
(百万円)

池上通信機㈱
湘南プロダクトセ
ンター

情報通信機器
生産設備の増
強および合理
化

154 1 自己資金
平成27年

3月
平成28年

3月

池上通信機㈱
宇都宮プロダクト
センター

情報通信機器
生産設備の増
強および合理
化

478 215 自己資金
平成27年

3月
平成28年

3月

池上通信機㈱
営業他

情報通信機器 販売設備等 529 7 自己資金
平成27年

3月
平成28年

3月
 

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれていません。

 

(2) 除却等

　　　　重要な設備の除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 200,000,000

計 200,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成27年3月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成27年6月26日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 72,857,468 72,857,468
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数　1,000株

計 72,857,468 72,857,468 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成26年6月27日
（注）

― 72,857,468 △3,022 7,000 ― 1,347

 

（注）平成26年6月27日開催の定時株主総会において、資本金を3,022百万円減少し、その他資本剰余金へ振替え

ることを決議しています。

(6) 【所有者別状況】

平成27年3月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況

(株)
政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数
(人)

― 27 48 98 54 8 9,717 9,952 ―

所有株式数
(単元)

― 12,099 3,764 4,810 920 90 50,678 72,361 496,468

所有株式数
の割合(％)

― 16.72 5.20 6.65 1.27 0.13 70.03 100.00 ―
 

(注) １　自己株式13,423,208株のうち、当社所有自己株式8,908,208株は「個人その他」に8,908単元および「単元未

満株式の状況」に208株含めて記載しています。

なお、従業員インセンティブ・プラン「株式付与ESOP信託」制度の信託財産として、日本マスタートラスト

信託銀行株式会社（株式付与ESOP信託口）が所有している当社株式3,620,000株は「金融機関」に3,620単元

含めて記載しています。また、従業員インセンティブ・プラン「従業員持株ESOP信託」制度の信託財産とし

て、日本マスタートラスト信託銀行株式会社（従業員持株ESOP信託口）が所有している当社株式895,000株

は、「金融機関」に895単元含めて記載しています。

２　「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が15単元含まれています。
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(7) 【大株主の状況】

平成27年3月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（株式付与ESOP信託
口）

東京都港区浜松町2-11-3 3,620 4.97

遠藤四郎 東京都稲城市 2,618 3.59

富士フィルム株式会社 東京都港区西麻布2-26-30 1,329 1.82

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町1-2-10 1,325 1.82

豊嶋利夫 東京都大田区 1,002 1.38

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（従業員持株ESOP信託
口）

東京都港区浜松町2丁目11-3 895 1.23

池上通信機取引先持株会 東京都大田区池上5-6-16 894 1.23

斎藤輝久 東京都中野区 800 1.10

株式会社東芝 東京都港区芝浦1-1-1 726 1.00

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口5)

東京都中央区晴海1丁目8-11 705 0.97

計 ― 13,915 19.10
 

（注）１ 上記のほか、当社所有の自己株式8,908千株があります。

なお、日本マスタートラスト信託銀行株式会社（株式付与ESOP信託口）が保有する当社株式3,620千株は、

従業員インセンティブ・プラン「株式付与ESOP信託」の導入により、日本マスタートラスト信託銀行株式会

社（株式付与ESOP信託口）が所有しており、また、日本マスタートラスト信託銀行株式会社（従業員持株

ESOP信託口）が保有する当社株式895千株は、従業員インセンティブ・プラン「従業員持株ESOP信託」の導

入により、日本マスタートラスト信託銀行株式会社（従業員持株ESOP信託口）が所有しており、いずれも自

己株式8,908千株には含まれていません。

     ２ 上記所有株式数のうち、信託業務にかかる株式数は次のとおりです。

     日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口5）                705千株
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(8) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成27年3月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)   
普通株式8,908,000

― ─

完全議決権株式(その他)
普通株式

63,453,000
63,453 ─

単元未満株式 普通株式 496,468 　― 一単元（1,000株）未満の株式

発行済株式総数 72,857,468 ― ―

総株主の議決権 ― 63,453 ―
 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、日本マスタートラスト信託銀行株式会社（株式付与ESOP信

託口）が所有する当社株式3,620,000株（議決権3,620個）が含まれており、また、日本マスタートラスト信

託銀行株式会社（従業員持株ESOP信託口）が所有する当社株式895,000株（議決権895個）が含まれていま

す。

２ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が15,000株(議決権15個) が含

まれています。

３ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式208株が含まれています。

 

② 【自己株式等】

平成27年3月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
池上通信機株式会社

東京都大田区池上
5-6-16

8,908,000 4,515,000 13,423,000 18.42

計 ― 8,908,000 4,515,000 13,423,000 18.42
 

（注）他人名義で所有している理由等

従業員インセンティブ・プラン「株式付与ESOP信託」の信託財産として、日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（株式付与ESOP信託口）が3,620,000株所有しており、また、従業員インセンティブ・プラン「従業員持株

ESOP信託」の信託財産として、日本マスタートラスト信託銀行株式会社（従業員持株ESOP信託口）が895,000株

所有しています。

 

(9) 【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。
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(10)【従業員株式所有制度の内容】

①株式付与ESOP信託制度の内容

当社は、平成26年3月3日開催の取締役会において、当社の中長期的な企業価値を高めることを目的として、従業

員インセンティブ・プラン「株式付与ESOP信託」の導入を決議しました。

1）従業員株式所有制度の概要

株式付与ESOP信託とは、米国のESOP（Employee Stock Ownership Plan）制度を参考にした信託型の従業員イン

センティブ・プランであり、当社株式を活用した従業員の報酬制度の拡充を図る目的を有するものをいいます。

当社が当社グループ従業員のうち一定の要件を充足する者を受益者として、当社株式の取得資金を拠出するこ

とにより信託を設定します。当該信託は予め定める株式交付規程に基づき当社グループ従業員に交付すると見込

まれる数の当社株式を、当社から一括して取得します。その後、当該信託は、株式交付規程に従い、信託期間中

のグループ従業員の職位、昇格、業績評価等に応じた当社株式を、在職時に無償で従業員に交付します。当該信

託により取得する当社株式の取得資金は全額当社が拠出するため、従業員の負担はありません。

当該信託の導入により、従業員は当社株式の株価上昇による経済的な利益を収受することができるため、株価

を意識した従業員の業務遂行を促すとともに、従業員の勤務意欲を高める効果が期待できます。また、当該信託

の信託財産に属する当社株式に係る議決権行使は、受益者候補である従業員の意思が反映される仕組みであり、

従業員の経営参画を促す企業価値向上プランとして有効です。

2）従業員に取得させる予定の株式の総数

3,620千株

3）当該従業員株式所有制度による受益権その他の権利を受けることができる者の範囲

当社グループ従業員のうち受益者要件を充足する者

 

②従業員持株ESOP信託制度の内容

当社は、平成27年2月6日開催の取締役会において、当社の中長期的な企業価値を高めることを目的として、従

業員インセンティブ・プラン「従業員持株ESOP信託」の導入を決議しました。

1）従業員株式所有制度の概要

従業員持株ESOP信託とは、米国のESOP（Employee Stock Ownership Plan）制度を参考に、従業員持株会の仕組

みを応用した信託型の従業員インセンティブ・プランであり、当社株式を活用した従業員の財産形成を促進する

貯蓄制度の拡充（福利厚生制度の拡充）を図る目的を有するものです。

当社が「池上通信機従業員持株会」（以下、「当社持株会」という。）に加入する当社グループ従業員のうち

一定の要件を充足する者を受益者とする信託を設定し、従業員持株ESOP信託は今後約5年間にわたり当社持株会が

取得すると見込まれる数の当社株式を当社から一括して取得します。その後、従業員持株ESOP信託は、当社株式

を毎月一定日に当社持株会に売却します。信託終了時に、株価の上昇により信託収益がある場合には、受益者た

る従業員の拠出割合に応じて金銭が分配されます。株価の下落により譲渡損失が生じ信託財産に係る債務が残る

場合には、金銭消費貸借契約の保証条項に基づき、当社が銀行に対して一括して弁済するため、従業員への追加

負担はありません。

2）従業員持株会に取得させる予定の株式の総数

895千株

3）当該従業員株式所有制度による受益権その他の権利を受けることができる者の範囲

当社持株会に加入する当社グループ従業員のうち一定の要件を充足する者
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２ 【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】 会社法第155条第7号による普通株式の取得
 

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

 該当事項はありません。

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数(株) 価額の総額(百万円)

当事業年度における取得自己株式 20,885 2

当期間における取得自己株式 1,593 0
 

（注）当期間における取得自己株式には、平成27年6月1日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りに

よる株式数は含めていません。

 

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(百万円)
株式数(株)

処分価額の総額
(百万円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他 ― ― ― ―

保有自己株式数 13,423,208 ─ 13,424,801 ─
 

（注）１ 保有自己株式数には、当社保有の自己株式8,908,208株のほかに、次のものを自己株式として含めていま

す。

従業員インセンティブ・プラン「株式付与ESOP信託」制度の信託財産として、日本マスタートラスト信託銀

行株式会社（株式付与ESOP信託口）が保有する当社株式

 当事業年度：3,620,000株

 当 期 間：3,620,000株

従業員インセンティブ・プラン「従業員持株ESOP信託」制度の信託財産として、日本マスタートラスト信託

銀行株式会社（従業員持株ESOP信託口）が保有する当社株式

 当事業年度： 895,000株

 当 期 間： 895,000株

 ２ 当期間における保有自己株式数には、平成27年6月1日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式数は含めていません。
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３ 【配当政策】

当社は、株主の皆さまへの利益還元を経営の重要な責務であるという認識のもと、収益の状況や経営環境に対応し

た安定配当の継続を基本とし、企業体質の強化と将来の事業展開に備えるための内部留保の充実などを勘案し、配当

を行うことを基本としています。

 当社グループは、これまで継続して実施してまいりました構造改革の効果もあり、営業利益段階では４期連続の増

益となり、安定的に利益が得られる基盤が強化されてまいりました。

 上記方針および今後の経営見通しを勘案した結果、１株当たり3円の期末配当を実施することを決定いたしまし

た。

 なお、当社の剰余金の配当の決定機関は、中間配当は取締役会、期末配当は株主総会としておりましたが、平成27

年6月26日開催の第74回定時株主総会において、定款の一部変更を決議し、剰余金の配当の決定機関を取締役会とい

たしました。

 当社グループは、より一層の売上高、利益の拡大を目指すとともに、企業価値向上を確たるものにするために、成

長戦略の確実な実施と、安定的に利益を出すための企業体質強化を積極的に推進させ、業績に裏付けられた成果の配

分を継続してまいります。

 

なお、当事業年度に係る剰余金の配当は、以下のとおりです。

決議年月日
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

平成27年6月26日
定時株主総会決議

191 3
 

（注）配当金の総額には、従業員インセンティブ・プラン「株式付与ESOP信託」制度の信託財産として、日本マス

タートラスト信託銀行株式会社（株式付与ESOP信託口）が所有する当社株式に対する配当金10百万円、および

従業員インセンティブ・プラン「従業員持株ESOP信託」制度の信託財産として、日本マスタートラスト信託銀

行株式会社（従業員持株ESOP信託口）が所有する当社株式に対する配当金2百万円が含まれています。

 

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

 

回次 第70期 第71期 第72期 第73期 第74期

決算年月 平成23年3月 平成24年3月 平成25年3月 平成26年3月 平成27年3月

最高(円) 117 87 83 155 219

最低(円) 47 42 43 68 99
 

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものです。

 

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

 

月別 平成26年10月 11月 12月 平成27年1月 2月 3月

最高(円) 127 141 156 219 187 194

最低(円) 111 118 131 164 161 175
 

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものです。
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５ 【役員の状況】
男性11名　女性0名　（役員のうち女性の比率0％）　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

代表取締役
社長

 清　森　洋　祐 昭和27年７月14日

昭和51年４月 東京芝浦電気㈱(現㈱東芝) 入社

(注)２ 26

平成15年４月 ㈱東芝　北陸支社支社長

平成18年４月 同社　社会システム社　営業統括

責任者

平成19年10月

 

同社　社会システム社社長附　当

社出向

当社　GF事業推進責任者

平成20年４月 経営戦略統括部担当

GF事業推進責任者

平成20年６月 当社　入社

平成20年６月 取締役就任

平成20年10月 経営戦略統括部、GF事業推進担当

平成21年６月 常務取締役就任

平成21年６月 営業・マーケティング、経営戦略

担当

平成22年５月 専務取締役就任

平成22年５月 全社経営統括 兼 営業・マーケ

ティング担当

平成23年６月 取締役副社長就任

平成23年６月 社長補佐、経営執行統括、グルー

プ会社経営統括、営業担当

平成24年10月 代表取締役社長就任現在に至る

常務取締役

社長補佐、技

師長、コンプ

ライアンス・

リスク内部統

制、グループ

経営統括担当

茂 手 木 千 秋 昭和22年８月30日生

昭和45年４月 東京芝浦電気㈱(現㈱東芝)入社

(注)２ 20

平成９年４月 同社　日野工場　工場長

平成14年４月 同社　社会システムインフラ社　

生産統括責任者

平成15年12月 東芝通信システム㈱　代表取締役

社長

平成23年２月 当社入社　技術・生産関係エグゼ

クティブアドバイザー

平成23年６月 生産統括本部長

平成23年６月 取締役就任

平成23年６月 生産、調達担当 兼 生産統括本部

長

平成24年４月 生産、調達担当

平成25年４月 生産、品質、調達、EMS担当

平成25年６月 生産、品質、調達、情報システ

ム、ERP担当

平成26年６月 常務取締役就任現在に至る

平成26年６月 技術行政全般、生産、品質、調

達、情報システム担当

平成27年４月 技師長、情報システム担当、常務

執行役員生産調達統括本部長

平成27年６月 社長補佐、技師長、コンプライア

ンス・リスク内部統制、グループ

経営統括担当現在に至る
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役

副技師長、研

究 ・ 開 発 担

当、上席執行

役員技術統括

室長

駒 野 目 裕 久 昭和32年４月29日生

昭和55年４月 当社入社

(注)２ 7

平成13年７月 技術本部技術研究所長

平成15年４月 技術研究所長

平成19年６月 取締役就任現在に至る

平成20年４月 研究開発センター、特許室担当

平成21年６月 研究・開発、特許担当

平成22年５月 研究・開発、製品開発、特許担当

平成23年６月 研究、開発、知的財産、特許担当

平成27年４月 副技師長、研究・開発担当、上席

執行役員技術統括室長現在に至る

取締役

マーケティン
グ 、 製 品 企
画・戦略、海
外事業推進担
当、上席執行
役 員 マ ー ケ
ティング本部
長

樫  村  直  樹 昭和35年２月29日生

昭和58年４月 当社入社

(注)２ 19

平成12年４月 池上工場技術部長

平成15年４月 放送通信事業本部　マーケティン

グ部長

平成20年４月 経営戦略統括部長 兼 マーケティ

ング部長

平成22年４月 経営統括部長 兼 製品戦略部長

平成23年６月 開発本部長

平成23年６月 取締役就任現在に至る

平成23年６月 マーケティング、製品戦略、製品

開発担当 兼 開発本部長

平成25年４月 マーケティング、製品戦略、製品

開発、海外事業推進担当、上席執

行役員開発本部長

平成26年４月 マーケティング、製品戦略、製品

開発、海外事業推進担当、上席執

行役員 海外事業本部長

平成27年４月 マーケティング、製品企画・戦

略、海外事業推進担当、上席執行

役員マーケティング本部長兼海外

営業統括本部長

平成27年６月 マーケティング、製品企画・戦

略、海外事業推進担当、上席執行

役員マーケティング本部長現在に

至る

取締役

経 営 戦 略 、
IR・広報、秘
書 、 人 材 開
発 、 人 事 勤
労、総務、法
務、経理、営
業担当、上席
執行役員 経
営管理本部長
兼社長室長

青 木 隆 明 昭和36年12月１日生

昭和59年４月 当社入社

(注)２ 19

平成17年４月 放送通信事業本部放送システム営

業第二部門長

平成20年４月 経営戦略統括部経営戦略部長

平成23年６月 経営統括部長

平成24年４月 経営管理本部長

平成25年４月 執行役員経営管理本部長

平成26年６月 取締役就任現在に至る

平成26年６月 経営戦略、人材開発、人事勤労、

総務、経理、営業担当、上席執行

役員 経営管理本部長

平成27年４月 経営戦略、IR・広報、秘書、人材

開発、人事勤労、総務、経理、営

業担当、上席執行役員 経営管理

本部長兼社長室長

平成27年６月 経営戦略、IR・広報、秘書、人材

開発、人事勤労、総務、法務、経

理、営業担当、上席執行役員 経

営管理本部長兼社長室長現在に至

る
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役

生産、調達、
情報システム
担当、上席執
行役員 生産
調達統括本部
長

神 田 直 樹 昭和26年９月15日生

昭和50年４月 東京芝浦電気㈱(現㈱東芝) 入社

(注)２ 3

平成12年４月 同社　情報・社会システム社　産

業電機システム事業部企画部長

平成15年７月 東芝インターナショナル米国社 

取締役

平成17年６月 東芝エレベーター㈱ 生産本部長

平成19年６月 同社　取締役上席常務 生産統括

責任者 生産本部長

平成20年６月 同社 取締役専務 生産・建設本

部長

平成25年10月 当社入社　生産企画、グループ経

営シニアアドバイザー

平成27年４月 生産調達統括本部 本部長付参与

平成27年６月 取締役就任現在に至る

平成27年６月 生産、調達、情報システム担当、

上席執行役員 生産調達統括本部

長現在に至る

社外取締役  山 﨑 雅 彦 昭和28年３月14日生

昭和53年４月 弁護士登録

(注)２ ―

昭和53年４月 福岡清法律事務所所属弁護士

昭和61年６月 山崎雅彦法律事務所設立現在に至

る

平成24年２月 第二東京弁護士会懲戒委員会委員

現在に至る

平成24年４月 法政大学法科大学院教授現在に至

る

平成26年６月 当社取締役就任現在に至る

社外取締役  伊 藤 泰 彦 昭和20年12月21日生

昭和46年４月 国際電信電話株式会社（KDD）入

社

(注)２ ―

平成10年６月 同社 取締役

平成12年10月 株式会社ディーディーアイ〔現

KDDI㈱〕取締役

平成17年６月 同社 代表取締役執行役員副社長

平成21年６月 ㈱KDDI研究所 会長

平成23年６月 公益財団法人KDDI財団 理事長

平成26年６月 KDDI㈱ 顧問現在に至る

平成27年６月 当社取締役就任現在に至る

常勤監査役  千 葉 悦 雄 昭和27年９月14日生

昭和51年４月 当社入社

(注)３ 9

平成15年８月 経理部長

平成20年４月 業務管理統括部長

平成22年10月 内部監査室主幹

平成23年４月 内部監査室長

平成24年６月 監査役就任現在に至る

社外監査役  大  越  弘  孝 昭和12年５月１日生

昭和52年７月 東京国税局退職

(注)３ 3平成52年８月 税理士登録

平成８年６月 当社監査役就任現在に至る

社外監査役  永 島 建 二 昭和15年８月13日生

昭和57年９月 相模ハム㈱入社

(注)３ 2

平成５年６月 同社取締役経理部長 兼 電算部長

平成10年10月 同社子会社北海道サガミハム㈱

監査役

平成16年６月 当社監査役就任現在に至る

計 108
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(注) １ 取締役 山﨑雅彦および伊藤泰彦の各氏は社外取締役、監査役 大越弘孝および永島建二の各氏は社外監査

役です。なお、株式会社東京証券取引所に対して、山﨑雅彦氏、伊藤泰彦氏および永島建二氏を独立役員と

する独立役員届出書を提出しています。

２ 取締役の任期は、平成27年3月期に係る定時株主総会終結の時から平成28年3月期に係る定時株主総会終結の

時までです。

３　監査役の任期は、平成24年3月期に係る定時株主総会終結の時から平成28年3月期に係る定時株主総会終結の

時までです。

４　当社では、執行役員制度を導入しています。提出日現在の執行役員は次のとおりです。

取締役 上席執行役員 技術統括室長 駒野目 裕久

取締役 上席執行役員 マーケティング本部長 樫村 直樹

取締役 上席執行役員 経営管理本部長兼社長室長 青木 隆明

取締役 上席執行役員 生産調達統括本部長 神田 直樹

執行役員 調達センター長 竹安 義弘

執行役員 営業本部長 大木 孝志

執行役員 経理統括本部長 小原 信恒

執行役員 開発本部長 児島 浩幸

執行役員 プロダクトセンター長 大熊 正好

執行役員 システムセンター長 宮内 博紀

執行役員 海外営業統括本部長 池田 悦朗
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

①コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

コーポレート・ガバナンスは、株主を重視した経営を実現していくうえで重要な課題の一つと考えています。

 当社は、社外取締役2名、社外監査役2名の選任により、経営の透明性の向上と監視機能の向上を図るとともに、

従来の取締役会制度および監査制度の機能を十分に発揮させることにより、コーポレート・ガバナンスの一層の強

化を目指していく所存です。

 

②企業統治の体制

1）企業統治の体制の概要

当社は監査役制度を採用しています。

 取締役会は、毎月1回の定期開催のほか必要に応じて臨時に開催し、経営の基本方針や重要事項を報告・審

議・決定するとともに、取締役の職務執行の監督をしています。

 また、当社は取締役会で決定した方針に基づき、業務執行を迅速かつ確実に実行する機能強化を目的に執行役

員制度を導入しており、全社経営執行に係る報告・審議・意思決定の場として、当社の事業に精通した6名の取

締役、執行役員を構成員とする経営会議を毎月1回開催しています。

 加えて、日常の業務執行状況はもとより、事業運営の課題解決と構造改革の更なる推進による利益体質への転

換、成長戦略の確実なる推進等を目指し、当社の事業に精通した6名の取締役ならびに全執行役員等を構成員と

する月次執行会議を毎月1回開催し、抜本的な企業体質の変革に挑んでいます。

 階層化した意思決定構造をベースに、業務執行の意思決定スピードを向上させ、変化の速い時代に適した経営

と事業運営を目指しています。

 経営上の意思決定、執行および監督に係る経営管理組織、その他のコーポレート・ガバナンス体制は次のとお

りです。

提出日現在
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2）現状の体制を採用する理由

現在、当社では経営の健全性・透明性の維持・向上のため、社外取締役および社外監査役を選任しています。

取締役会は、的確かつ迅速な経営判断ができるよう、当社事業に精通した6名の取締役および2名の社外取締役に

より構成され、意思決定レベル・経営効率の維持・向上を図っています。また、社外監査役2名を含む合計3名の

監査役による監査を行うことで、経営の監督機能は十分機能していると考えています。

 

3）内部統制システムの整備の状況

当社および当社子会社（以下「当社グループ」という。）は、業務の有効性および効率性、財務報告の信頼

性、事業活動に係る法令等の順守ならびに資産の保全という観点から内部統制システムの充実に努めています。

当社は、以下に記載する取締役会決議内容に基づき、内部統制を具体的に整備するとともに、当社子会社に対し

ても当社の体制に準じて内部統制システムの整備を行うものとしています。

 

業務の適正を確保するための体制

・取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

ⅰ）当社グループの経営理念、行動規範、コンプライアンス・ルール等を明確にし、徹底を図る。

ⅱ）コンプライアンス規程を整備し、当社グループの取締役および使用人が法令・定款および当社グループの

経営理念を順守するためのコンプライアンス体制を構築する。

ⅲ）コンプライアンス、リスク内部統制担当取締役を長とするＲＣ委員会において、当社グループのコンプラ

イアンスの取り組みを横断的に統括し、その徹底を図るための具体的な計画を策定し実行する。

ⅳ）コンプライアンスに関するリスクの未然防止と早期解決を図るため、内部通報制度を構築する。内部通報

制度は、RC委員、RC委員会事務局を窓口とし、匿名での通報も認めること、通報をした者が通報したこと

を理由に不利益な取扱いを受けることがないことを、その内容に含むものとする。

ⅴ）金融商品取引法に定める財務報告に係る内部統制報告制度に適切に対応するため、代表取締役社長を最高

責任者とする「金商法内部統制プロジェクト」を設置し、当社および当社連結グループ各社の財務報告に

係る内部統制を構築する。

ⅵ）コンプライアンス・ルールにおいて、反社会的勢力との一切の関係遮断を定め、これを周知する。反社会

的勢力による不当要求に毅然とした態度で臨み、社内外の関係者と連携を取り、組織的に対応する。

 

・取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

ⅰ）情報管理規程および情報保管保存規程に従い、取締役の職務執行に係る情報を文書または電磁的媒体（以

下、文書等という）に記録し、保存する。取締役および監査役は、常時、これらの文書等を閲覧できるも

のとする。

ⅱ）上記の文書等の保管の期間は、法令の別段の定めのない限り、情報保管保存規程に定めるところによる。

 

・損失の危険の管理に関する規程その他の体制

ⅰ）リスクマネジメント方針を定めリスク管理を体系的に規定するリスクマネジメント規程を定める。コンプ

ライアンス、リスク内部統制担当取締役は、リスクマネジメント規程に基づき全社のリスクを統合的に管

理し、企業リスク管理、事業リスク管理、部門リスク管理を重層的に行う。

ⅱ）コンプライアンス、リスク内部統制担当取締役を長とするＲＣ委員会において、当社グループにおける統

合的なリスクマネジメントを実施する。委員会の活動の概要は、定期的に取締役および監査役に報告す

る。

ⅲ）不測の事態が生じた場合は代表取締役社長を本部長とする対策本部を設置し、迅速な対応を行い、損害の

拡大を防止する。
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・取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

ⅰ）取締役の職務が効率的に行われることを確保するための体制の基礎として、取締役会を月１回定期に開催

するほか、必要に応じて適宜臨時に開催する。

ⅱ）取締役会の前週に業務執行担当取締役ならびに執行役員が出席する経営会議を開催し、業務執行における

意思決定を行う。

ⅲ））代表取締役は、各取締役の職務に応じた責任・権限を明確にするとともに、各取締役間の意思疎通を促

進する。各取締役は、職務執行の状況について３ヶ月に一度以上取締役会に報告する。

ⅳ）取締役および重要な使用人に至る決裁権限基準を定義した稟議規程に基づいて、取締役の職務の執行を適

正かつ効率的に行う。

 

・当社グループにおける業務の適正を確保するための体制

ⅰ）当社グループの経営管理を担当する取締役の責任と権限を明文化し、当社グループ従業員に徹底する。

ⅱ）当社グループにおける業務の適正を確保するため、取締役はグループ会社管理規程等に基づいて、子会社

経営の管理・監督を行うものとする。

ⅲ）取締役は、当社グループにおいて法令違反その他コンプライアンスおよびリスク管理に関する重要な事項

を発見した場合には、遅滞なく取締役会ならびに監査役に報告する。

 

・監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項ならびにその

使用人の取締役からの独立性に関する事項

ⅰ）監査役がその職務を補助すべき使用人を求めた場合は、取締役会は監査役と協議のうえ必要に応じて使用

人から監査役補助者を指名する。

ⅱ）上記の補助者の人事異動・人事評価・懲戒処分等人事権に係る事項の決定には、監査役会の承認を得なけ

ればならないものとする。

 

・取締役および使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制

ⅰ）当社グループは、監査役に対して取締役会、経営会議その他業務執行状況の報告が行われる重要な会議へ

の出席の機会を提供する。

ⅱ）当社グループの取締役、および重要な使用人は、会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見した

場合は、直ちに監査役会に報告する。加えて、当社グループの使用人が直接監査役に報告できる通報制度

を構築する。通報した者が通報したことを理由に不利益な取扱いを受けることがないことを、その内容に

含むものとする。

ⅲ）当社グループの取締役は、定期的に職務執行状況を監査役に報告する。

 

　・その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

ⅰ）監査役会は、代表取締役社長、会計監査人とそれぞれ定期的に意見交換会を開催する。

ⅱ）監査役は、取締役会の他、重要な意思決定の過程および業務の執行状況を把握するため、ＲＣ委員会、経

営会議等の重要な会議に出席するとともに、主要な稟議書、その他業務に関する重要な文書を閲覧し、必

要に応じて取締役または使用人にその説明を求めることとする。

ⅲ）監査役は内部監査部門と緊密な連携を保つとともに必要に応じて内部監査部門に調査を求める。

ⅳ）監査役は、監査の実施にあたり必要と認めるときは、弁護士、公認会計士、コンサルタントその他の外部

アドバイザーを利用できる。

ⅴ）監査役が、職務の執行のために生じる費用について請求したときは、当該監査役の職務の遂行に必要でな

いと明らかに認められた場合を除き、速やかに当該費用の処理をする。
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③内部監査および監査役監査の状況

監査役による監査役監査、内部監査室による内部監査が行われています。

 経営の監視については、社外監査役2名を含む合計3名の監査役による監査が有効に機能しており、特に常勤監

査役においては社内の監査を定期的に行うとともに、取締役会ならびに経営会議、月次執行会議に出席し、適

宜、妥当性・適法性の観点から意見の表明を行っています。

 また、監査役と会計監査人との相互連携については、情報交換の場を、定期的に期初・四半期決算・確定決算

で設け、また、必要に応じ随時にコミュニケーションを図っています。

 代表取締役社長直轄の内部監査部門である内部監査室は、業務監査の一環として、内部統制環境の整備・運用

の状況を定期的および日常的に監視し、問題点の指摘・是正勧告を行っています。また、監査役との相互連携に

ついては、毎月の監査役会に出席するとともに監査役の定期的な業務監査に同行し支援するなど、定期的および

日常的にコミュニケーションを図っています。

 

④社外取締役および社外監査役の状況

当社は平成26年6月27日開催の定時株主総会で社外取締役1名が選任にされ、社外取締役1名、社外監査役2名体

制となり、経営の監督機能の充実を図りました。更に平成27年6月26日開催の定時株主総会において、更なる経営

監督機能の強化を図るべく、新たに社外取締役1名が選任され、社外取締役2名、社外監査役2名体制となりまし

た。

 社外取締役山﨑雅彦氏は直接会社経営に関与された経験はありませんが、弁護士を現任されており法曹として

の知識や経験を当社の経営に反映して頂き、当社のコーポレート・ガバナンスの一層の強化等、経営の監督機能

を十分に発揮して頂いています。同氏は山崎雅彦法律事務所所長ですが、同氏および同事務所と当社およびグ

ループ会社との間に人的関係、資本的関係、その他利害関係はありません。なお、同氏は東京証券取引所が指定

を義務付ける一般株主と利益相反が生じる属性等を有していない独立役員です。

 新たに選任された社外取締役伊藤泰彦氏はKDDI株式会社代表取締役執行役員副社長、株式会社KDDI研究所会

長、公益財団法人KDDI財団理事長などを歴任され、現在はKDDI株式会社顧問の職に就いており、企業経営の豊富

な経験と、通信関連技術に関する幅広い知見を基に、当社の持続的な成長と企業価値向上の観点から的確な助言

を頂くと共に、経営の監督機能を十分に発揮して頂けると考えています。なお、同氏はKDDI株式会社顧問の職に

ありますが、同社と当社およびグループ会社との間には人的関係、資本的関係、その他利害関係はありません。

よって同氏を東京証券取引所が指定を義務付ける一般株主と利益相反が生じる属性等を有していない独立役員に

選任しました。

 社外監査役大越弘孝氏は財務および会計分野の専門的知識を有しているため、社外監査役としての監査機能を

十分に発揮して頂けると考えています。同氏は平成27年3月末時点において、当社株式を3,000株保有しています

が、重要性はないものと判断しています。同氏は大越弘孝税理士事務所所長ですが、同氏および同事務所と当社

およびグループ会社との間に人的関係、資本的関係、その他利害関係はありません。

 社外監査役永島建二氏は財務および会計分野の専門的知識、他社での財務・会計に関する業務経験および監査

経験を有しているため、社外監査役としての監査機能を十分に発揮して頂けると考えています。同氏は平成27年3

月末時点において、当社株式を2,000株保有していますが、重要性はないものと判断しています。それ以外に当社

およびグループ会社との間に人的関係、資本的関係、取引関係、その他利害関係はありません。なお、同氏は東

京証券取引所が指定を義務付ける一般株主と利益相反が生じる属性等を有していない独立役員です。

 当社は社外取締役および社外監査役を選任するための独立性に関する基準または方針は定めていませんが、東

京証券取引所の定める独立役員の独立性に関する判断基準を参考にし、客観的立場からの監査・監督機能として

の役割や、一般株主との利益相反が生じる恐れがないことなどを総合的に判断して選任しています。

 また、当社は会社法第427条第1項の規定に基づき、社外取締役および社外監査役との間において会社法第423条

第1項の損害賠償責任を限定する契約を締結しました。当該契約締結に当たっては、損害賠償責任限度額は、法令

に定める額とします。なお、当該責任限定が認められるのは、当該社外取締役および社外監査役が責任の原因と

なった職務の遂行について善意でかつ重大な過失がないときに限られます。
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⑤会計監査の状況

当社では、監査法人保森会計事務所と監査契約を締結しています。

当社の会計監査業務を執行した公認会計士は大東幸司氏、横山博氏であり，監査法人保森会計事務所に所属し

ています。また、会計監査業務に係る補助者は公認会計士8名です。

 

⑥役員報酬等

当事業年度における当社の取締役および監査役に対する役員報酬は以下のとおりです。

役員区分
報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額
（百万円） 対象となる

役員の員数
（名）基本報酬

取締役 97 97 6

監査役
（社外監査役を除く。）

16 16 2

社外役員 11 11 3
 

　　(注) １ 当社の役員報酬の決定に際しては、当社の業績や各役員の貢献度等を勘案し、取締役会で決議されてい

ます。

　　２ 役員ごとの報酬につきましては、1億円以上を支給している役員はおりませんので記載を省略していま

す。

　　３ 使用人兼務取締役はおりません。

 

⑦取締役の定数

当社の取締役は、10名以内とする旨、定款に定めています。

 

⑧取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の3分の1以上を有する株主が

出席し、その議決権の過半数をもって行う旨、定款に定めています。

 また、取締役の選任決議は累積投票によらない旨、定款に定めています。

 

⑨株主総会決議事項を取締役会で決議することができる事項およびその理由

当社は、剰余金の配当等会社法第459条第1項各号に定める事項については、法令に別段の定めのある場合を除

き、取締役会の決議によって定める旨定款に定めています。これは、剰余金の配当等を取締役会決議とすることに

より、期末配当のみならず、期中においても機動的な配当政策を実現することを可能とするためです。

 

⑩株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第2項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主の

議決権の3分の1以上を有する株主が出席し、その議決権の3分の2以上をもって行う旨、定款に定めています。これ

は、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするも

のです。
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⑪株式の保有状況

1）保有目的が純投資目的以外の目的の投資株式

ⅰ)銘柄数：23

ⅱ)貸借対照表計上額の合計額：1,216百万円

 

2）保有目的が純投資目的以外の目的の上場投資株式

（前事業年度）

特定投資株式

銘　　柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

(百万円)
保有目的

㈱三菱UFJフィナンシャル・グループ 690,660 391 企業間取引の強化

㈱三井住友フィナンシャルグループ 26,074 114 企業間取引の強化

MS&ADホールディングス㈱ 40,405 95 企業間取引の強化

富士フイルムホールディングス㈱ 27,400 75 企業間取引の強化

㈱横浜銀行 134,051 69 企業間取引の強化

㈱みずほフィナンシャルグループ 260,030 53 企業間取引の強化

東亜ディーケーケー㈱ 69,778 36 企業間取引の強化

日本無線㈱ 59,093 23 企業間取引の強化

京成電鉄㈱ 23,505 21 企業間取引の強化

㈱日立製作所 23,328 17 企業間取引の強化

東日本旅客鉄道㈱ 1,000 7 企業間取引の強化

パナソニック㈱ 2,884 3 企業間取引の強化

中部日本放送㈱ 5,500 3 企業間取引の強化

㈱日立国際電気 484 0 企業間取引の強化
 

（当事業年度）

特定投資株式

銘　　柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

(百万円)
保有目的

㈱三菱UFJフィナンシャル・グループ 690,660 513 企業間取引の強化

MS&ADホールディングス㈱ 40,405 136 企業間取引の強化

㈱三井住友フィナンシャルグループ 26,074 119 企業間取引の強化

富士フイルムホールディングス㈱ 27,400 117 企業間取引の強化

㈱横浜銀行 134,051 94 企業間取引の強化

㈱みずほフィナンシャルグループ 260,030 54 企業間取引の強化

東亜ディーケーケー㈱ 69,778 46 企業間取引の強化

京成電鉄㈱ 24,254 36 企業間取引の強化

日本無線㈱ 61,000 24 企業間取引の強化

㈱日立製作所 24,000 19 企業間取引の強化

東日本旅客鉄道㈱ 1,000 9 企業間取引の強化

パナソニック㈱ 2,884 4 企業間取引の強化

中部日本放送㈱ 5,500 3 企業間取引の強化

㈱日立国際電気 484 0 企業間取引の強化
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3）保有目的が純投資目的の投資株式

該当事項はありません。

 

4）保有目的を変更した投資株式

該当事項はありません。

 

(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

 

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

提出会社 41 ― 41 ―

連結子会社 ― ― ― ―

計 41 ― 41 ―
 

 

② 【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

該当事項はありません。

④ 【監査報酬の決定方針】

当社の監査公認会計士等に対する監査報酬については、監査公認会計士等が作成した監査計画につき、説明を

受けるとともに内容を検討し、監査役会の同意を得たうえで決定しています。
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第５ 【経理の状況】

 

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号)に

基づいて作成しています。

 

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しています。

　　また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成していま

す。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度(平成26年４月１日から平成27年３月31

日まで)の連結財務諸表及び事業年度(平成26年４月１日から平成27年３月31日まで)の財務諸表について、監査法人保

森会計事務所により監査を受けています。

 

３　連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っています。具体的には会計基準等の内容を

適切に把握し、または会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制の整備のため公益財団法人財務

会計基準機構へ加入し、当機構および企業会計基準委員会等が開催する研修に参加しています。
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１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

① 【連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当連結会計年度

(平成27年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 2,319 2,872

  受取手形及び売掛金 12,729 10,814

  商品及び製品 1,854 2,026

  仕掛品 5,208 6,740

  原材料及び貯蔵品 2,149 2,435

  その他 260 506

  貸倒引当金 △12 △10

  流動資産合計 24,509 25,386

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物 ※2  4,383 ※2  4,342

    減価償却累計額 △3,271 △3,315

    建物（純額） 1,112 1,026

   機械及び装置 3,445 3,181

    減価償却累計額 △3,263 △2,947

    機械及び装置（純額） 182 234

   工具、器具及び備品 5,161 5,014

    減価償却累計額 △4,679 △4,493

    工具、器具及び備品（純額） 482 520

   土地 ※2  1,633 ※2  1,623

   リース資産 386 407

    減価償却累計額 △237 △233

    リース資産（純額） 149 173

   建設仮勘定 52 223

   有形固定資産合計 3,611 3,802

  無形固定資産 574 757

  投資その他の資産   

   投資有価証券 ※1  963 ※1  1,231

   その他 206 ※1  372

   貸倒引当金 △123 △144

   投資その他の資産合計 1,045 1,460

  固定資産合計 5,232 6,020

 資産合計 29,741 31,407
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当連結会計年度

(平成27年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 4,519 4,431

  短期借入金 ※2  1,100 ※2  1,840

  1年内返済予定の長期借入金 ※2  460 670

  1年内償還予定の社債 ※2  200 ※2  200

  リース債務 54 64

  未払法人税等 105 18

  賞与引当金 292 351

  製品保証引当金 8 10

  その他 1,479 1,600

  流動負債合計 8,221 9,187

 固定負債   

  社債 ※2  700 ※2  500

  長期借入金 ※2  1,500 ※2  2,183

  リース債務 117 130

  繰延税金負債 100 226

  株式給付引当金 - 54

  退職給付に係る負債 6,302 5,101

  長期未払金 231 99

  その他 0 2

  固定負債合計 8,952 8,297

 負債合計 17,173 17,485

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 10,022 7,000

  資本剰余金 1,369 4,456

  利益剰余金 3,702 4,947

  自己株式 △1,376 △1,443

  株主資本合計 13,718 14,960

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 171 360

  為替換算調整勘定 △1,160 △1,218

  退職給付に係る調整累計額 △160 △180

  その他の包括利益累計額合計 △1,149 △1,039

 純資産合計 12,568 13,921

負債純資産合計 29,741 31,407
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② 【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

売上高 25,731 24,863

売上原価 ※1,※3  19,212 ※1,※3  18,042

売上総利益 6,519 6,821

販売費及び一般管理費 ※2,※3  5,753 ※2,※3  5,908

営業利益 766 913

営業外収益   

 受取利息 6 0

 受取配当金 27 31

 為替差益 395 286

 貸倒引当金戻入額 8 -

 雑収入 97 54

 営業外収益合計 536 373

営業外費用   

 支払利息 53 67

 社債発行費 22 -

 シンジケートローン手数料 - 25

 遅延違約金 4 18

 雑損失 17 16

 営業外費用合計 97 127

経常利益 1,204 1,159

特別利益   

 固定資産売却益 ※4  0 ※4  0

 役員退職慰労金返還額 - 29

 特別利益合計 0 29

特別損失   

 固定資産除却損 ※5  1 ※5  2

 投資有価証券売却損 - 0

 特別損失合計 1 2

税金等調整前当期純利益 1,204 1,186

法人税、住民税及び事業税 95 44

法人税等調整額 17 32

法人税等合計 112 76

少数株主損益調整前当期純利益 1,091 1,109

当期純利益 1,091 1,109
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【連結包括利益計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

少数株主損益調整前当期純利益 1,091 1,109

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 26 189

 為替換算調整勘定 221 △58

 退職給付に係る調整額 - △20

 その他の包括利益合計 ※1  248 ※1  110

包括利益 1,340 1,220

（内訳）   

 親会社株主に係る包括利益 1,340 1,220

 少数株主に係る包括利益 - -
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③ 【連結株主資本等変動計算書】

 前連結会計年度(自 平成25年４月１日　至 平成26年３月31日)

 (単位：百万円)

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 10,022 1,347 2,610 △42 13,938

会計方針の変更によ

る累積的影響額
    ―

会計方針の変更を反映

した当期首残高
10,022 1,347 2,610 △42 13,938

当期変動額      

剰余金の配当     ―

当期純利益   1,091  1,091

自己株式の取得    △1,780 △1,780

自己株式の処分  21  446 468

資本金から剰余金へ

の振替
    ―

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

     

当期変動額合計 ― 21 1,091 △1,333 △220

当期末残高 10,022 1,369 3,702 △1,376 13,718
 

 

 
その他の包括利益累計額

純資産合計その他有価証券評価差

額金
為替換算調整勘定

退職給付に係る調整累

計額

その他の包括利益累計

額合計

当期首残高 144 △1,382 ― △1,237 12,700

会計方針の変更によ

る累積的影響額
    ―

会計方針の変更を反映

した当期首残高
144 △1,382 ― △1,237 12,700

当期変動額      

剰余金の配当     ―

当期純利益     1,091

自己株式の取得     △1,780

自己株式の処分     468

資本金から剰余金へ

の振替
    ―

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

26 221 △160 88 88

当期変動額合計 26 221 △160 88 △132

当期末残高 171 △1,160 △160 △1,149 12,568
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 当連結会計年度(自 平成26年４月１日　至 平成27年３月31日)

 

 (単位：百万円)

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 10,022 1,369 3,702 △1,376 13,718

会計方針の変更による

累積的影響額
  261  261

会計方針の変更を反映

した当期首残高
10,022 1,369 3,964 △1,376 13,980

当期変動額      

剰余金の配当   △126  △126

当期純利益   1,109  1,109

自己株式の取得    △156 △156

自己株式の処分  64  89 153

資本金から剰余金へ

の振替
△3,022 3,022   ―

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

     

当期変動額合計 △3,022 3,087 983 △67 980

当期末残高 7,000 4,456 4,947 △1,443 14,960
 

 

 
その他の包括利益累計額

純資産合計その他有価証券評価差

額金
為替換算調整勘定

退職給付に係る調整累

計額

その他の包括利益累計

額合計

当期首残高 171 △1,160 △160 △1,149 12,568

会計方針の変更による

累積的影響額
    261

会計方針の変更を反映

した当期首残高
171 △1,160 △160 △1,149 12,830

当期変動額      

剰余金の配当     △126

当期純利益     1,109

自己株式の取得     △156

自己株式の処分     153

資本金から剰余金へ

の振替
    ―

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

189 △58 △20 110 110

当期変動額合計 189 △58 △20 110 1,091

当期末残高 360 △1,218 △180 △1,039 13,921
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④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前当期純利益 1,204 1,186

 減価償却費 682 671

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △13 19

 賞与引当金の増減額（△は減少） 3 58

 製品保証引当金の増減額（△は減少） 0 2

 株式給付引当金の増減額（△は減少） - 54

 退職給付引当金の増減額（△は減少） △7,208 -

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 6,149 △948

 受取利息及び受取配当金 △34 △31

 社債発行費 22 -

 支払利息 53 67

 為替差損益（△は益） △254 △94

 シンジケートローン手数料 - 25

 有形固定資産除却損 1 2

 有形固定資産売却損益（△は益） △1 △0

 売上債権の増減額（△は増加） △2,659 1,964

 たな卸資産の増減額（△は増加） △314 △1,972

 仕入債務の増減額（△は減少） 62 △132

 未払消費税等の増減額（△は減少） 40 △7

 長期未払金の増減額（△は減少） △2 △132

 その他 363 △51

 小計 △1,904 681

 利息及び配当金の受取額 34 31

 利息の支払額 △41 △69

 シンジケートローン手数料の支払額 - △25

 法人税等の支払額 △92 △133

 営業活動によるキャッシュ・フロー △2,004 484

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △513 △638

 有形固定資産の売却による収入 10 3

 無形固定資産の取得による支出 △166 △352

 投資有価証券の取得による支出 △76 △2

 定期預金の払戻による収入 350 -

 貸付けによる支出 - △178

 貸付金の回収による収入 1 -

 関係会社出資金の払込による支出 - △101

 その他 2 6

 投資活動によるキャッシュ・フロー △392 △1,263
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           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） - 740

 長期借入れによる収入 2,000 1,354

 長期借入金の返済による支出 △426 △460

 社債の発行による収入 977 -

 社債の償還による支出 △240 △200

 リース債務の返済による支出 △73 △59

 自己株式の売却による収入 468 153

 自己株式の取得による支出 △1,780 △156

 配当金の支払額 - △126

 財務活動によるキャッシュ・フロー 925 1,245

現金及び現金同等物に係る換算差額 62 86

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,409 553

現金及び現金同等物の期首残高 3,728 2,319

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  2,319 ※1  2,872
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　【注記事項】

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

１ 連結の範囲に関する事項

 (イ)連結子会社の数 3社

Ikegami Electronics (U.S.A.),Inc.

Ikegami Electronics（Europe）GmbH

株式会社テクノイケガミ

 (ロ)主要な非連結子会社の名称等

Ikegami Electronics Asia Pacific Pte.Ltd.

株式会社池上ソリューション

(連結の範囲から除いた理由)

非連結子会社2社は、小規模会社であり、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）および利益剰余金(持

分に見合う額)等はいずれも連結財務諸表に重要な影響をおよぼしていないためです。

２ 持分法の適用に関する事項

持分法を適用していない非連結子会社(Ikegami Electronics Asia Pacific Pte.Ltd.および株式会社池上ソリュー

ション)は、それぞれ当期純損益（持分に見合う額）および利益剰余金（持分に見合う額）等におよぼす影響が軽微

であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しています。

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項

当社の事業年度と一致しています。

４ 会計処理基準に関する事項

 (1)重要な資産の評価基準および評価方法

 (イ)有価証券

 当社はその他有価証券については、

時価のあるもの……連結会計年度末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却

原価は総平均法)

 時価のないもの……総平均法による原価法

 (ロ)デリバティブ

時価法によっています。

 (ハ)たな卸資産

当社は、製品、仕掛品については個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法に

より算定）、原材料については移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法

により算定）により評価していますが、連結子会社は、主として先入先出法による低価法を採用しています。

 (2)重要な減価償却資産の減価償却の方法

(イ)有形固定資産(リース資産を除く)

当社においては、定率法を採用しています。ただし建物(建物附属設備を除く)については、平成10年４月１日以降に

取得したものについては、定額法によっています。

連結子会社においては、定額法を採用しています。

 なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

   建 物             2年～80年

   機械及び装置      2年～ 8年

   工具、器具及び備品 2年～20年

(ロ)無形固定資産(リース資産を除く)

定額法を採用しています。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定

額法を採用しています。

(ハ)リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しています。
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 (3)重要な引当金の計上基準

(イ)貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について

は、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。

(ロ)賞与引当金

当社は、従業員に対する賞与の支給に充てるため、支給見込額のうち当連結会計年度対応額を計上しています。

(ハ)製品保証引当金

Ikegami Electoronics(Europe)GmbHは特定の製品のアフターサービスに伴う費用の支出に備えるため、当該製品の売

上高に対する過去の実績率に基づいて当連結会計年度の負担額を計上しています。

(ニ)株式給付引当金

株式交付規程に基づく従業員の当社株式の給付に備えるため、当連結会計年度末における株式給付債務の見込額に基

づき計上しています。

 (4）退職給付に係る会計処理の方法

(イ)退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算

定式基準によっています。

(ロ)数理計算上の差異および過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数（５年）による按分額を費用処理

しています。

数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数（10年）による定額法によ

り、翌連結会計年度から費用処理することとしています。

 (5）重要なヘッジ会計の方法

(イ)ヘッジ会計の方法

特例処理の要件を満たしている金利スワップについては、特例処理によっています。

(ロ)ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段・・・・金利スワップ

ヘッジ対象・・・・借入金の利息

(ハ)ヘッジ方針

金利変動リスクを回避する目的で行っております。

(ニ)ヘッジ有効性評価の方法

特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略しています。

 (6）のれんの償却方法および償却期間

連結子会社は設立時より当社の100％出資による会社であり、消去差額が生じないためのれんは計上していません。

 (7)連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、要求払預金および取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資からなります。　

 (8)消費税等の会計処理

消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっています。
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(会計方針の変更）

退職給付に関する会計基準

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年5月17日。以下「退職給付会計基準」という。）お

よび「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成27年3月26日。以下「退職給付適

用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文および退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて

当連結会計年度より適用し、退職給付債務および勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期

間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を従業員の平均残存勤務期間に基づく割引率

から退職給付の支払見込期間ごとに設定された複数の割引率を使用する方法へ変更しています。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当連結会計年

度の期首において、退職給付債務および勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減しています。

この結果、当連結会計年度の期首の退職給付に係る負債が263百万円減少し、利益剰余金が261百万円増加していま

す。また、当連結会計年度の営業利益、経常利益および税金等調整前当期純利益はそれぞれ36百万円減少していま

す。

なお、1株当たり情報に与える影響は当該箇所に記載しています。

(未適用の会計基準等)

・「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号　平成25年9月13日)

・「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号　平成25年9月13日)

・「事業分離等に関する会計基準」(企業会計基準第7号　平成25年9月13日)

・「1株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第2号　平成25年9月13日)

・「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第10号　平成25年9月13日)

・「1株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第4号　平成25年9月13日)

(１)概要

本会計基準等は、①子会社株式の追加取得等において支配が継続している場合の子会社に対する親会社の持分変

動の取扱い、②取得関連費用の取扱い、③当期純利益の表示及び少数株主持分から非支配株主持分への変更、④暫

定的な会計処理の取扱いを中心に改正されたものです。

(２)適用予定日

平成28年3月期の期首より適用する予定です。

なお、暫定的な会計処理の取扱いについては、平成28年3月期の期首以降実施される企業結合から適用する予定で

す。

(３)当該会計基準等の適用による影響

影響額は、当連結財務諸表の作成時において評価中です。
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(追加情報)

従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する事項（株式付与ESOP信託）

当社は、従業員への福利厚生を目的として、信託を通じて自社の株式を交付する取引を行っています。

（１）取引の概要

当社が当社グループ従業員のうち一定の要件を充足する者を受益者として、当社株式の取得資金を拠出すること

により信託を設定しました。当該信託は予め定める株式交付規程に基づき当社グループ従業員に交付すると見込ま

れる数の当社株式を、当社から一括して取得します。その後、当該信託は、株式交付規程に従い、信託期間中のグ

ループ従業員の職位、昇格、業績評価等に応じた当社株式を、在職時に無償で従業員に交付します。当該信託によ

り取得する当社株式の取得資金は全額当社が拠出するため、従業員の負担はありません。

（２）信託が保有する自社の株式

信託が保有する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自己株式

として計上しています。

前連結会計年度末　帳簿価額は394百万円、株式数は3,620千株

当連結会計年度末　帳簿価額は394百万円、株式数は3,620千株

 
従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する事項（従業員持株ESOP信託）

当社は、従業員への福利厚生を目的として、従業員持株会に信託を通じて自社の株式を交付する取引を行っていま

す。なお、当連結会計年度に導入しています。

（１）取引の概要

当社が「池上通信機従業員持株会」（以下、「当社持株会」という。）に加入する当社グループ従業員のうち一

定の要件を充足する者を受益者とする信託を設定し、当該信託は約5年間にわたり当社持株会が取得すると見込まれ

る数の当社株式を当社から一括して取得します。その後、当該信託は、当社株式を毎月一定日に当社持株会に売却

します。信託終了時に、株価の上昇により信託収益がある場合には、受益者たる従業員の拠出割合に応じて金銭が

分配されます。株価の下落により譲渡損失が生じ信託財産に係る債務が残る場合には、金銭消費貸借契約の保証条

項に基づき、当社が銀行に対して一括して弁済するため、従業員への追加負担はありません。

（２）信託が保有する自社の株式

信託が保有する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自己株式

として計上しています。

当連結会計年度末　帳簿価額は153百万円、株式数は895千株

（３）総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額

当連結会計年度末　帳簿価額は154百万円
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(連結貸借対照表関係)

 

※１　非連結子会社に対するものは、次のとおりです。

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当連結会計年度

(平成27年３月31日)

 投資有価証券(株式) 14百万円 14百万円

 出資金 ― 101
 

 

※２　担保資産

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当連結会計年度

(平成27年３月31日)

 建物 550百万円 504百万円

 土地 442 442

 計 992 947
 

　　　上記に対応する債務額

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当連結会計年度

(平成27年３月31日)
 

 短期借入金 400百万円 920百万円

 1年内返済予定の長期借入金 190 ―

 長期借入金 910 1,420

 1年内償還予定の社債 200 200

 社債 700 500

 割引手形 36 ―
 

 

３ 受取手形割引残高および輸出手形割引残高

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当連結会計年度

(平成27年３月31日)

 受取手形割引残高 316百万円 363百万円

 輸出手形割引残高 0 ― 
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(連結損益計算書関係)

※１　期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含まれていま

す。

 
 
 

前連結会計年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

 796百万円 186百万円
 

※２　販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は次のとおりです。

 
前連結会計年度

(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

 運賃荷造費 219百万円 237百万円

 広告宣伝費 173 209 

 給料等人件費 2,020 2,176 

 減価償却費 250 228 

 賞与引当金繰入額 89 101 

 退職給付費用 22 73 

 研究開発費 1,142 1,018 
 

※３　一般管理費および当期製造費用に含まれる研究開発費は次のとおりです。

 
 
 

前連結会計年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

 1,916百万円 1,876百万円
 

※４　固定資産売却益の内訳は次のとおりです。

 
前連結会計年度

(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

 工具、器具及び備品 0百万円 0百万円
 

※５　固定資産除却損の内訳は次のとおりです。

 
前連結会計年度

(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

 建物 0百万円 0百万円

 機械及び装置 0 0

 工具、器具及び備品 0 1

 建設仮勘定 ― 0

 計 1 2
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(連結包括利益計算書関係)

※１　その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
前連結会計年度

(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

 その他有価証券評価差額金   

　 当期発生額 41百万円 266百万円

 　組替調整額 ― 0

 　　税効果調整前 41 266

 　　税効果額 △14 △77

　　 その他有価証券評価差額金 26 189

 退職給付に係る調整額   

　 当期発生額 ― 110

 　組替調整額 ― △121

 　　税効果調整前 ― △10

 　　税効果額 ― △9

　　 退職給付に係る調整額 ― △20
 

 為替換算調整勘定   

  当期発生額 221 △58

 その他の包括利益合計 248 110
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 72,857,468 ─ ─ 72,857,468
 

 

２　自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 274,822 17,477,501 4,350,000 13,402,323
 

当連結会計年度末の自己株式数には、株式付与ESOP信託が保有する自社の株式が3,620,000株含まれています。
　

(変動事由の概要)

増加および減少の内訳は、次のとおりです。

 単元未満株式の買取りによる増加   　　                      11,501 株

　平成25年8月5日開催の取締役会の決議による自己株式の取得  13,846,000 株

平成25年11月8日開催の取締役会の決議による自己株式の処分    730,000 株

また、増加および減少には、株式付与ESOP信託口への譲渡3,620,000株が含まれています。

３　配当に関する事項

　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議
株式
の種類

配当の原資
配当金の総
額(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成26年６月
27日定時株主
総会

普通株式 利益剰余金 126 2.00
平成26年
３月31日

平成26年
６月30日

 

　平成26年６月27日定時株主総会決議による配当金の総額には、信託が保有する自社の株式に対する配当金７百万円が

含まれています。

 

当連結会計年度(自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 72,857,468 ─ ─ 72,857,468
 

 

２　自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 13,402,323 915,885 895,000 13,423,208
 

当連結会計年度末の自己株式数には、株式付与ESOP信託が保有する自社の株式が3,620,000株、従業員持株ESOP信託が

保有する自社の株式が895,000株含まれています。
　

(変動事由の概要)

増加および減少の内訳は、次のとおりです。

　単元未満株式の買取りによる増加 　　20,885 株

また、増加および減少には、従業員持株ESOP信託口への譲渡895,000株が含まれています。
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３　配当に関する事項

　(1)配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成26年６月27日
定時株主総会

普通株式 126 2.00 平成26年３月31日 平成26年６月30日
 

　平成26年６月27日定時株主総会決議による配当金の総額には、株式付与ESOP信託が保有する自社の株式に対する配当

金７百万円が含まれています。

　(2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議
株式
の種類

配当の原資
配当金の総
額(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成27年６月
26日定時株主
総会

普通株式 利益剰余金 191 3.00
平成27年
３月31日

平成27年
６月29日

 

　平成27年６月26日定時株主総会決議による配当金の総額には、信託が保有する自社の株式に対する配当金13百万円が

含まれています。

４　資本金の額の減少

当社は、平成26年５月９日の取締役会において、平成26年６月27日開催の第73回定時株主総会に、資本金の額の

減少について付議することを決議し、同定時株主総会において承認可決され、平成26年６月30日付でその効力が発

生しています。

資本金の減少額 3,022百万円

その他資本剰余金の増加額 3,022百万円
 

 

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前連結会計年度

(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

現金及び預金勘定 2,319百万円 2,872百万円

現金及び現金同等物 2,319 2,872
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(リース取引関係)

１ ファイナンス・リース取引

 所有権移転外ファイナンス・リース取引

 ①リース資産の内容

  有形固定資産

主として情報通信機器事業における情報システム機器（工具、器具及び備品）です。

  無形固定資産

    ソフトウェアです。

 ②リース資産の減価償却の方法

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「4 会計処理基準に関する事項(2)重要な減価償却資産の減価償却

の方法」に記載のとおりです。

 

 リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によっており、その内容は次のとおりです。

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額および期末残高相当額

前連結会計年度(平成26年３月31日)

 機械及び装置 合計

取得価額相当額 22百万円 22百万円

減価償却累計額相当額 20 20

期末残高相当額 1 1
 

 

当連結会計年度(平成27年３月31日)

 機械及び装置 合計

取得価額相当額 ―百万円 ―百万円

減価償却累計額相当額 ― ―

期末残高相当額 ― ―
 

 

(2) 未経過リース料期末残高相当額等

   未経過リース料期末残高相当額

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当連結会計年度

(平成27年３月31日)

１年内 2百万円 ―百万円

１年超 ― ―

合計 2 ―
 

 

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額、支払利息相当額および減損損失

 
前連結会計年度

(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

支払リース料 3百万円 2百万円

減価償却費相当額 3 1

支払利息相当額 0 0
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(4) 減価償却費相当額の算定方法

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっています。

 

(5) 利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額を利息相当額とし、各期への配分方法については、利息法に

よっています。

 

２ オペレーティング・リース取引

     オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当連結会計年度

(平成27年３月31日)

１年内 12百万円 ―百万円

１年超 31 ―

合計 43 ―
 

 

（減損損失について）

 リース資産に配分された減損損失はありませんので、項目等の記載は省略しています。

 

(金融商品関係)

１.　金融商品の状況に関する事項

（１）金融商品に対する取組方針

 当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については銀行借入や社債

発行による方針です。デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わ

ない方針です。

（２）金融商品の内容およびそのリスクならびにリスク管理体制

 営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されていますが、取引先ごとの期日管理およ

び残高管理を行うとともに、与信管理規程に従い、取引先の信用状況を定期的に把握する体制としています。

投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っています。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが４ヶ月以内の支払期日です。短期借入金は運転資

金、長期借入金および社債は運転資金および設備投資に必要な資金の調達を目的としたものです。

　デリバディブ取引は、外貨建ての営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジ取引を目的とした先

物為替予約取引、借入金および社債に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジ取引を目的とした金利スワッ

プです。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等につ

いては、前述の「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」の「4会計処理基準に関する事項(5)重要

なヘッジ会計の方法」をご参照ください。

　為替予約取引は外国為替管理規程に基づき承認実行され、その管理は為替管理委員会で行っています。ま

た、金利スワップ契約の締結は、取締役会で決定しています。また、デリバティブの利用にあたっては、信用

リスクを軽減するために、格付の高い金融機関とのみ取引を行っています。

 営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されていますが、当社グループでは、各社が月次に資金繰計画を作

成するなどの方法により管理しています。
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（３）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

 金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算出された価額が含

まれています。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用すること

により、当該価額が変動することもあります。

　また、「２.金融商品の時価等に関する事項」におけるデリバティブ取引に関する契約額等については、その

金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。

 
２.　金融商品の時価等に関する事項

 連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりです。なお、時価を把握することが極

めて困難と認められるものは含まれていません（(注）2.参照）。

 

　前連結会計年度（平成26年3月31日)                                                     （単位：百万円）

 連結貸借対照表計上額 時価 差額

(1) 現金及び預金 2,319 2,319 ―

(2) 受取手形及び売掛金 12,729 12,729 ―

(3) 投資有価証券    

    その他有価証券 913 913 ―

資産計 15,962 15,962 ―

(1) 支払手形及び買掛金 4,519 4,519 ―

(2) 短期借入金 1,100 1,100 ―

(3) 社債(1年以内償還含む) 900 904 4

(4) 長期借入金(1年以内返済含む) 1,960 2,017 57

負債計 8,479 8,541 61

デリバティブ取引 ― ― ―
 

 

　当連結会計年度（平成27年3月31日）                                                    （単位：百万円）

 連結貸借対照表計上額 時価 差額

(1) 現金及び預金 2,872 2,872 ―

(2) 受取手形及び売掛金 10,814 10,814 ―

(3) 投資有価証券    

    その他有価証券 1,181 1,181 ―

資産計 14,869 14,869 ―

(1) 支払手形及び買掛金 4,431 4,431 ―

(2) 短期借入金 1,840 1,840 ―

(3) 社債(1年以内償還含む) 700 704 4

(4) 長期借入金(1年以内返済含む) 2,854 2,892 38

負債計 9,825 9,868 42

デリバティブ取引 ― ― ―
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（注）１.金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券およびデリバティブ取引に関する事項

 資産

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金

    これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。

(3) 投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっています。また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項

については、「有価証券関係」注記をご参照ください。　　

 負債

(1) 支払手形及び買掛金、(2) 短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。

(3) 社債

市場価格のないものは、元利金の合計額を当該社債の残存期間および信用リスクは不変として金利水準の変動の

みを反映した利率で割り引いた現在価値により算定しています。

(4) 長期借入金

長期借入金の時価については、元利金の合計額を信用リスクは不変として金利水準の変動のみを反映した利率で

割り引いた現在価値により算定しています。

デリバティブ取引

「デリバティブ取引関係」注記をご参照ください。

 

（注）２. 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　前連結会計年度（平成26年3月31日）                         (単位：百万円）

内容 連結貸借対照表計上額

(1) 子会社株式および関連会社株式  

    非連結子会社株式 14

(2) その他有価証券  

    非上場株式 34

合計 49
 

　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「(3) 投資有価証

券」には含めていません。

 
　当連結会計年度（平成27年3月31日）                         (単位：百万円）

内容 連結貸借対照表計上額

(1) 子会社株式および関連会社株式  

   非連結子会社株式・出資金 116

(2) その他有価証券  

    非上場株式 35

合計 151
 

　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「(3) 投資有価証

券」には含めていません。また、非連結子会社出資金101百万円は、連結貸借対照表上、投資その他の資産のうち「そ

の他」に含めて表示しています。
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（注）３.金銭債権の連結決算日後の償還予定額

　前連結会計年度（平成26年3月31日）                         (単位：百万円）

 1年以内

　現金及び預金 2,319

　受取手形及び売掛金 12,729

合計 15,048
 

 

　当連結会計年度（平成27年3月31日）                         (単位：百万円）

 1年以内

　現金及び預金 2,872

　受取手形及び売掛金 10,814

合計 13,687
 

 

（注）４. 社債、長期借入金、リース債務及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額

　前連結会計年度（平成26年3月31日）                                                      (単位：百万円）

科目 1年以内 1年超2年以内 2年超3年以内 3年超4年以内 4年超5年以内 5年超

短期借入金 1,100 ― ― ― ― ―

社債 200 200 200 200 100 ―

長期借入金 460 400 400 400 300 ―

リース債務 54 48 35 22 9 0

合計 1,814 648 635 622 409 0
 

 

　当連結会計年度（平成27年3月31日）                                                      (単位：百万円）

科目 1年以内 1年超2年以内 2年超3年以内 3年超4年以内 4年超5年以内 5年超

短期借入金 1,840 ― ― ― ― ―

社債 200 200 200 100 ― ―

長期借入金 670 670 670 570 270 ―

リース債務 64 52 39 26 12 ―

合計 2,775 922 909 697 283 ―
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(有価証券関係)

１　その他有価証券

前連結会計年度（平成26年３月31日）

 種類
連結貸借対
照表計上額
(百万円)

取得原価
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

(1) 株式 913 647 265

(2) その他 ― ― ―

小計 913 647 265

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

(1) 株式 ― ― ―

(2) その他 ― ― ―

小計 ― ― ―

合計 913 647 265
 

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額34百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困

難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めていません。

 

当連結会計年度（平成27年３月31日）

 種類
連結貸借対
照表計上額
(百万円)

取得原価
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

(1) 株式 1,181 650 531

(2) その他 ― ― ―

小計 1,181 650 531

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

(1) 株式 ― ― ―

(2) その他 ― ― ―

小計 ― ― ―

合計 1,181 650 531
 

（注）非上場株式（連結貸借対照表計上額35百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困

難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めていません。
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２　連結会計年度中に売却したその他有価証券

前連結会計年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

該当するものはありません。

 

当連結会計年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

 

種類 売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円)

株式 0 ― 0

合計 0 ― 0
 

 

(デリバティブ取引関係)

前連結会計年度(自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日)

１　ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

       該当するものはありません。

 

２　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

      金利関連

ヘッジ会計の方
法

取引の種類 主なヘッジ対象
 契約額等  
（百万円）

契約額の内1年超
（百万円）

時価（百万円）

金利スワップの
特例処理

金利スワップ取引
支払固定・受取変
動

長期借入金 1,900 1,500 （注）

 

（注）金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているた

め、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しています。

 

当連結会計年度(自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日)

１　ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

       該当するものはありません。

 

２　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

      金利関連

ヘッジ会計の方
法

取引の種類 主なヘッジ対象
 契約額等  
（百万円）

契約額の内1年超
（百万円）

時価（百万円）

金利スワップの
特例処理

金利スワップ取引
支払固定・受取変
動

長期借入金 2,700 2,060 （注）

 

（注）金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているた

め、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しています。
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(退職給付関係)

 

１　採用している退職給付制度の概要

当社および国内連結子会社は、従業員の退職給付に充てるため、積立型確定給付制度（確定給付企業年金制

度）、非積立型確定給付制度（退職一時金制度）を採用しています。確定給付企業年金制度では、給与と勤務期間

に基づいた一時金または年金を支給します。退職一時金制度では、役職者に対し、給与と役職期間に基づいた一時

金を支給します。また、従業員の退職等に際して、退職給付会計に準拠した数理計算による退職給付債務の対象と

されない割増退職金を支払う場合があります。

 
２　確定給付制度

（1）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

 
前連結会計年度

(自　平成25年４月１日

 至　平成26年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成26年４月１日

 至　平成27年３月31日)

退職給付債務の期首残高 10,226百万円 10,017百万円

会計方針の変更による累積的影響額 ― △263

会計方針の変更を反映した期首残高 10,226 9,754

勤務費用 307 359

利息費用 132 110

数理計算上の差異の発生額 63 216

退職給付の支払額 △712 △653

退職給付債務の期末残高 10,017 9,787
 

 

（2）年金資産の期首残高と期末残高の調整表

 
前連結会計年度

(自　平成25年４月１日

 至　平成26年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成26年４月１日

 至　平成27年３月31日)

年金資産の期首残高 3,093百万円 3,715百万円

期待運用収益 123 111

数理計算上の差異の発生額 69 327

事業主からの拠出金 1,115 1,123

退職給付の支払額 △687 △591

年金資産の期末残高 3,715 4,685
 

 

（3）退職給付債務および年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債および退職給付に係

る資産の調整表

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）

当連結会計年度

（平成27年３月31日）

積立型制度の退職給付債務 9,109百万円 9,182百万円

年金資産 △3,715 △4,685

 5,394 4,496

非積立型制度の退職給付債務 907 605

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 6,302 5,101

   
退職給付に係る負債 6,302 5,101

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 6,302 5,101
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（4）退職給付費用およびその内訳項目の金額

 
前連結会計年度

(自　平成25年４月１日

 至　平成26年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成26年４月１日

 至　平成27年３月31日)

勤務費用 307百万円 359百万円

利息費用 132 110

期待運用収益 △123 △111

数理計算上の差異の費用処理額 103 216

過去勤務費用の費用処理額 △338 △338

その他 13 5

確定給付制度に係る退職給付費用 94 242
 

（注）その他は割増退職金です。

 
（5）退職給付に係る調整額

退職給付に係る調整額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりです。

 

前連結会計年度

(自　平成25年４月１日

 至　平成26年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成26年４月１日

 至　平成27年３月31日)

過去勤務費用 ―百万円 △338百万円

数理計算上の差異 ― 327

合 計 ― △10
 

 

（6）退職給付に係る調整累計額

退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりです。

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）

当連結会計年度

（平成27年３月31日）

未認識過去勤務費用 △987百万円 △648百万円

未認識数理計算上の差異 1,140 813

合 計 153 164
 

 
（7）年金資産に関する事項

① 年金資産の主な内訳

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりです。

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）

当連結会計年度

（平成27年３月31日）

外国債券 13 % 11 %

外国株式 18 16

国内債券 47 50

国内株式 16 17

現金及び預金 5 4

その他 1 2

合 計 100 100
 

 
② 長期期待運用収益率の設定方法

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在および予想される年金資産の配分と、年金資産を構成す

る多様な資産からの現在および将来期待される長期の収益率および過去の運用実績を考慮しています。

 
（8）数理計算上の計算基礎に関する事項

当連結会計年度末における主要な数理計算上の計算基礎

 

前連結会計年度

(自　平成25年４月１日

 至　平成26年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成26年４月１日

 至　平成27年３月31日)

割引率 1.3 % 0.138 %～2.063%

長期期待運用収益率 4.0 % 3.0 %
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(税効果会計関係)

１　繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当連結会計年度

(平成27年３月31日)

繰延税金資産   

たな卸資産評価損 301百万円 895百万円

賞与引当金 19 116

支払利息 62 65

退職給付に係る負債 2,200 1,637

繰越欠損金 2,967 2,994

その他 196 202

繰延税金資産小計 5,748 5,912

評価性引当額 △5,691 △5,873

繰延税金資産合計 56 38

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金 △94 △171

その他 △41 △67

繰延税金負債合計 △136 △239

繰延税金資産(負債)の純額 △79 △200
 

 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当連結会計年度

(平成27年３月31日)

法定実効税率 　38.0% 35.6%

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない
項目

1.2 1.1

受取配当金等永久に益金に算入され
ない項目

△0.4 △0.5

住民税均等割等 2.0 2.0

評価性引当額 △30.4 △32.0

その他 △1.1 0.3

税効果会計適用後の法人税等の負担
率

9.3 6.5
 

 

３　法人税等の税率の変更による繰延税金資産および繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」(平成27年法律第9号)および「地方税法等の一部を改正する法律」(平成27年

法律第2号）が平成27年3月31日に公布されたことに伴い、当連結会計年度の繰延税金資産および繰延税金負債の計算

（ただし、平成27年4月１日以後解消されるものに限る）に使用した法定実効税率は、前連結会計年度の35.6％から、

回収又は支払が見込まれる期間が平成27年4月1日から平成28年3月31日までのものは33.1％、平成28年4月1日以降のも

のについては32.3％にそれぞれ変更されています。

その結果、繰延税金資産の金額が1百万円、繰延税金負債の金額が20百万円それぞれ減少し、その他有価証券評価差

額金が17百万円増加しています。また、法人税等調整額および退職給付に係る調整累計額に与える影響は軽微です。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社グループは、情報通信機器の単一セグメントであるため、記載を省略しています。

 

【関連情報】

前連結会計年度(自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日)

１ 製品およびサービスごとの情報

　単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えているため記載を

省略しています。

２  地域ごとの情報

(1) 売上高

    (単位：百万円)

日本 北米 ヨーロッパ アジアその他 合計

19,083 2,317 1,645 2,685 25,731
 

（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国または地域に分類しています。

(2) 有形固定資産

   (単位：百万円)

日本 北米 ヨーロッパ 合計

2,959 116 536 3,611
 

３ 主要な顧客ごとの情報

  (単位：百万円)

顧客の名称または氏名 売上高 関連するセグメント名

日本放送協会 4,907 情報通信機器
 

 

当連結会計年度(自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日)

１ 製品およびサービスごとの情報

　単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えているため記載を

省略しています。

２  地域ごとの情報

(1) 売上高

    (単位：百万円)

日本 北米 ヨーロッパ アジアその他 合計

18,614 2,246 2,234 1,769 24,863
 

（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国または地域に分類しています。

(2) 有形固定資産

   (単位：百万円)

日本 北米 ヨーロッパ 合計

3,188 127 486 3,802
 

３ 主要な顧客ごとの情報

  (単位：百万円)

顧客の名称または氏名 売上高 関連するセグメント名

日本放送協会 4,267 情報通信機器
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度(自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日)

　該当事項はありません。

 
当連結会計年度(自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日)

　該当事項はありません。

【報告セグメントごとののれんの償却額および未償却残高に関する情報】

前連結会計年度(自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日)

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度(自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日)

　該当事項はありません。

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度(自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日)

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度(自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日)

　該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

前連結会計年度(自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日)

１　関連当事者との取引

(1) 連結財務諸表提出会社と関連当事者の取引

 連結財務諸表提出会社の親会社および主要株主(会社等に限る。)等

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地

資本金又

は出資金

(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

その他
の関係
会社

㈱東芝
東京都港
区

439,901
電気機械器
具の製造販
売

(被所有)
直接
20.2

当社製品の
販売

製品の販売 81 売掛金 74

 

（注）１ 上記取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれています。

 ２ 取引条件および取引条件の決定方針等

　 価格その他の取引条件については、一般的取引条件と同様に決定しています。

 ３ ㈱東芝は、平成25年8月9日に当社株式の一部を売却したことにより、主要株主に該当しなくなったため、関

連当事者に該当しなくなっています。そのため、当期首から平成25年8月末までの取引金額および同月末残

高を記載しています。なお、資本金および議決権等の被所有割合については関連当事者でなくなった時点の

ものを記載しています。

 

当連結会計年度(自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日)

１　関連当事者との取引

　該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

 １株当たり純資産額及び算定上の基礎並びに１株当たり当期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりです。

 

項目
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当連結会計年度

（平成27年３月31日）

(1) １株当たり純資産額 211円40銭 234円24銭

　(算定上の基礎)   

純資産の部の合計額（百万円） 12,568 13,921

純資産の部の合計額から控除する金額

（百万円）
― ―

普通株式に係る期末の純資産額

（百万円）
12,568 13,921

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の

普通株式の数（千株）
59,455 59,434

 

 

項目
前連結会計年度

(自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日)

(2) １株当たり当期純利益金額 16円87銭 18円67銭

　(算定上の基礎)   

当期純利益（百万円） 1,091 1,109

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ―

普通株式に係る当期純利益（百万円） 1,091 1,109

普通株式の期中平均株式数（千株） 64,745 59,446
 

（注）１.潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載していません。

２.信託が保有する自社の株式

株主資本において自己株式として計上されている信託が保有する自社の株式は、１株当たり当期純利益の算

定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めており、また、１株当たり純資産額の算定

上、期末発行済株式総数から控除する自己株式数に含めています。

１株当たり当期純利益の算定上控除した当該自己株式の期中平均株式数は3,620,000株であり、１株当たり

純資産額の算定上控除した当該自己株式の期末株式数は4,515,000株です。

３.退職給付に関する会計基準の適用

「会計方針の変更」に記載のとおり、退職給付会計基準等を適用し、退職給付会計基準第37項に定める経過

的な取扱いに従っています。

この結果、当連結会計年度の１株当たり純資産額が3.79円増加し、１株当たり当期純利益金額が0.62円減少

しています。
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(重要な後発事象)

　該当事項はありません。
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

会社名 銘柄 発行年月日
当期首残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

利率
(％)

担保 償還期限

池上通信機（株） 第３回無担保社債
平成25年
６月28日

900
(200)

700
(200)

0.62 なし
平成30年
６月28日

合計 ― ―
900
(200)

700
(200)

― ― ―
 

(注)　１　連結決算日後５年内における償還予定額は以下のとおりです。

１年以内
(百万円)

1年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

200 200 200 100 ―
 

２　当期首残高および当期末残高の（内書）は、１年内償還予定の金額です。

 

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率(％) 返済期限

短期借入金 1,100 1,840 1.43 ―

１年以内に返済予定の
長期借入金

460 670 1.91 ―

１年以内に返済予定の
リース債務

54 64 ─ ─

長期借入金(１年以内に
返済予定のものを除く。)

1,500 2,183 1.84 平成32年3月

リース債務(１年以内に
返済予定のものを除く。)

117 130 ─ 平成32年3月

合計 3,232 4,889 ― ―
 

(注) １　「平均利率」については、借入金の当期末残高に対する加重平均利率を記載しています。

２ リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を

連結貸借対照表に計上しているため、記載していません。

３ 長期借入金および1年以内に返済予定の長期借入金には、従業員持株ESOP信託に係る借入金を含んでいま

す。

４　長期借入金およびリース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年内における返済予

定額は以下のとおりです。

 
１年超２年以内

(百万円)
２年超３年以内

(百万円)
３年超４年以内

(百万円)
４年超５年以内

(百万円)

長期借入金 670 670 570 270

リース債務 52 39 26 12
 

 

【資産除去債務明細表】

該当事項はありません。　
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(2) 【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高(百万円) 2,519 8,267 13,384 24,863

税金等調整前当期純利益金
額又は税金等調整前四半期
純損失金額(△)(百万円)

△775 △735 △579 1,186

当期純利益金額又は四半期
純損失金額(△)(百万円)

△770 △746 △618 1,109

1株当たり当期純利益金額
又は1株当たり四半期純損
失金額(△)(円)

△12.96 △12.56 △10.41 18.67

 

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

1株当たり四半期純利益金
額又は1株当たり四半期純
損失金額(△)(円)

△12.96 0.41 2.15 29.08
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２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前事業年度

(平成26年３月31日)
当事業年度

(平成27年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 1,840 2,552

  受取手形 209 680

  売掛金 ※2  12,495 ※2  9,951

  商品及び製品 615 556

  仕掛品 4,929 6,558

  原材料及び貯蔵品 1,882 2,113

  前渡金 9 9

  前払費用 88 77

  短期貸付金 ※2  639 ※2  1,482

  未収入金 ※2  278 ※2  171

  その他 25 90

  貸倒引当金 △12 △3

  流動資産合計 23,002 24,241

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物 ※1  721 ※1  683

   機械及び装置 182 234

   工具、器具及び備品 356 374

   土地 ※1  1,445 ※1  1,445

   リース資産 117 148

   建設仮勘定 52 223

   有形固定資産合計 2,876 3,110

  無形固定資産   

   ソフトウエア 435 467

   その他 129 281

   無形固定資産合計 564 749
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           (単位：百万円)

          
前事業年度

(平成26年３月31日)
当事業年度

(平成27年３月31日)

  投資その他の資産   

   投資有価証券 948 1,216

   関係会社株式 566 566

   関係会社出資金 1,496 1,597

   関係会社長期貸付金 353 -

   破産更生債権等 100 100

   敷金及び保証金 57 56

   その他 35 76

   貸倒引当金 △117 △116

   投資その他の資産合計 3,441 3,497

  固定資産合計 6,882 7,357

 資産合計 29,884 31,599

負債の部   

 流動負債   

  支払手形 2,191 2,437

  買掛金 ※2  2,450 ※2  2,098

  短期借入金 ※1  850 ※1  1,840

  1年内返済予定の長期借入金 ※1  460 670

  1年内償還予定の社債 ※1  200 ※1  200

  リース債務 46 56

  未払金 ※2  919 ※2  846

  未払費用 208 200

  前受収益 - 38

  未払法人税等 105 18

  前受金 86 151

  預り金 28 42

  賞与引当金 254 300

  その他 138 117

  流動負債合計 7,939 9,019

 固定負債   

  社債 ※1  700 ※1  500

  長期借入金 ※1  1,500 ※1  2,183

  リース債務 85 107

  繰延税金負債 94 171

  退職給付引当金 6,151 5,055

  株式給付引当金 - 51

  長期未払金 227 94

  その他 0 2

  固定負債合計 8,758 8,167

 負債合計 16,698 17,186
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           (単位：百万円)

          
前事業年度

(平成26年３月31日)
当事業年度

(平成27年３月31日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 10,022 7,000

  資本剰余金   

   資本準備金 1,347 1,347

   その他資本剰余金 21 3,108

   資本剰余金合計 1,369 4,456

  利益剰余金   

   利益準備金 - 12

   その他利益剰余金   

    繰越利益剰余金 2,998 4,026

   利益剰余金合計 2,998 4,039

  自己株式 △1,376 △1,443

  株主資本合計 13,014 14,052

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 171 360

  評価・換算差額等合計 171 360

 純資産合計 13,186 14,412

負債純資産合計 29,884 31,599
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② 【損益計算書】

           (単位：百万円)

          前事業年度
(自 平成25年４月１日
　至 平成26年３月31日)

当事業年度
(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

売上高 ※1  23,484 ※1  22,115

売上原価 ※1  18,086 ※1  16,952

売上総利益 5,398 5,162

販売費及び一般管理費 ※1,※2  4,717 ※1,※2  4,710

営業利益 681 452

営業外収益   

 受取利息 ※1  22 ※1  20

 受取配当金 ※1  57 ※1  47

 為替差益 420 297

 不動産賃貸料 ※1  126 ※1  125

 助成金収入 24 5

 貸倒引当金戻入額 16 9

 雑収入 112 95

 営業外収益合計 781 600

営業外費用   

 支払利息 41 57

 社債発行費 22 -

 不動産賃貸原価 ※1  33 ※1  28

 遅延違約金 4 18

 シンジケートローン手数料 - 25

 雑損失 22 20

 営業外費用合計 125 150

経常利益 1,337 902

特別利益   

 固定資産売却益 ※3  1 ※3  1

 役員退職慰労金返還額 - 29

 特別利益合計 1 30

特別損失   

 固定資産除却損 ※4  0 ※4  2

 投資有価証券売却損 - 0

 特別損失合計 0 2

税引前当期純利益 1,337 930

法人税、住民税及び事業税 92 22

法人税等合計 92 22

当期純利益 1,245 907
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【製造原価明細書】

 

  
前事業年度

(自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日)

当事業年度
(自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

Ⅰ　材料費  12,074 63.1 10,954 57.1

Ⅱ　労務費  2,609 13.6 3,201 16.7

Ⅲ　経費  4,453 23.3 5,016 26.2

　　(うち外注加工費)  (3,219) (16.8) (3,646) (19.0)

　　(うち減価償却費)  (365) (1.9) (365) (1.9)

　　当期総製造費用  19,136 100.0 19,171 100.0

　　仕掛品期首たな卸高  4,428  4,929  

合計  23,565  24,101  

　　他勘定へ振替高 ※１ 514  648  

　　仕掛品期末たな卸高  4,929  6,558  

　　当期製品製造原価  18,121  16,894  

      
 

 

(脚注)

 

前事業年度
(自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日)

当事業年度
(自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日)

※１　他勘定へ振替高の内訳は次のとおりです。

販売費及び一般管理費 338百万円

(うち研究開発費) (319)

営業外費用 12

有形固定資産 163

合計 514
 

　

※１　他勘定へ振替高の内訳は次のとおりです。

販売費及び一般管理費 288百万円

(うち研究開発費) (240)

営業外費用 12

有形固定資産 348

合計 648
 

　

 ２　原価計算の方法

　　　原価計算の方法は、実際個別原価計算によってい

ます。

 ２　原価計算の方法

　　　同左
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③ 【株主資本等変動計算書】

 前事業年度(自 平成25年４月１日　至 平成26年３月31日)

 (単位：百万円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 その他資本剰余金資本剰余金合計 利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金合計
繰越利益剰余金

当期首残高 10,022 1,347 ― 1,347 ― 1,752 1,752

会計方針の変更によ

る累積的影響額
      ―

会計方針の変更を反映

した当期首残高
10,022 1,347 ― 1,347 ― 1,752 1,752

当期変動額        

剰余金の配当       ―

当期純利益      1,245 1,245

自己株式の取得        

自己株式の処分   21 21    

資本金から剰余金へ

の振替
       

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

       

当期変動額合計 ― ― 21 21 ― 1,245 1,245

当期末残高 10,022 1,347 21 1,369 ― 2,998 2,998
 

 

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券

評価差額金

評価・換算差額

等合計

当期首残高 △42 13,080 144 144 13,225

会計方針の変更によ

る累積的影響額
 ―   ―

会計方針の変更を反映

した当期首残高
△42 13,080 144 144 13,225

当期変動額      

剰余金の配当  ―   ―

当期純利益  1,245   1,245

自己株式の取得 △1,780 △1,780   △1,780

自己株式の処分 446 468   468

資本金から剰余金へ

の振替
 ―   ―

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

  26 26 26

当期変動額合計 △1,333 △66 26 26 △39

当期末残高 △1,376 13,014 171 171 13,186
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 当事業年度(自 平成26年４月１日　至 平成27年３月31日)

 (単位：百万円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 その他資本剰余金資本剰余金合計 利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金合計
繰越利益剰余金

当期首残高 10,022 1,347 21 1,369 ― 2,998 2,998

会計方針の変更によ

る累積的影響額
     259 259

会計方針の変更を反映

した当期首残高
10,022 1,347 21 1,369 ― 3,257 3,257

当期変動額        

剰余金の配当     12 △138 △126

当期純利益      907 907

自己株式の取得        

自己株式の処分   64 64    

資本金から剰余金へ

の振替
△3,022  3,022 3,022    

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

       

当期変動額合計 △3,022 ― 3,087 3,087 12 768 781

当期末残高 7,000 1,347 3,108 4,456 12 4,026 4,039
 

 

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券

評価差額金

評価・換算差額

等合計

当期首残高 △1,376 13,014 171 171 13,186

会計方針の変更によ

る累積的影響額
 259   259

会計方針の変更を反映

した当期首残高
△1,376 13,273 171 171 13,445

当期変動額      

剰余金の配当  △126   △126

当期純利益  907   907

自己株式の取得 △156 △156   △156

自己株式の処分 89 153   153

資本金から剰余金へ

の振替
 ―   ―

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額）

  189 189 189

当期変動額合計 △67 778 189 189 967

当期末残高 △1,443 14,052 360 360 14,412
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【注記事項】

(重要な会計方針)

１　有価証券の評価基準および評価方法

   子会社株式……………総平均法による原価法

   その他有価証券

時価のあるもの……期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価

は総平均法)

時価のないもの……総平均法による原価法

 

２　たな卸資産の評価基準および評価方法

製品・仕掛品……個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）に

よっています。

原材料……………移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算

定）によっています。

 
３　固定資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く）……定率法

　建物(建物附属設備を除く)は、平成10年４月１日以降に取得したものについては、定額法を採用しています。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

　　　建物　　　　　　　　2年～45年

　　　機械及び装置　　　　2年～ 8年

　　　工具、器具及び備品　2年～20年

 
無形固定資産（リース資産を除く）……定額法

　なお、自社利用のソフトウェアについては社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法を採用していま

す。

リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

 　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しています。

 

４　引当金の計上基準

 (1)貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。

 (2)賞与引当金

従業員に対する賞与の支給に充てるため、支給見込額のうち当事業年度対応額を計上しています。

 (3)退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資産の見込額に基づき計上してい

ます。

①退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定

式基準によっています。

②数理計算上の差異および過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数（5年）による按分額を費用処理

しています。数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数（10年）によ

る定額法により、翌事業年度から費用処理することとしています。

 (4)株式給付引当金

株式交付規程に基づく従業員の当社株式の給付に備えるため、当事業年度末における株式給付債務の見込額に基づ

き計上しています。
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５　ヘッジ会計の方法

 (1)繰延ヘッジ等のヘッジ会計の方法

　為替予約が付されている外貨建金銭債権債務について振当処理を行っています。また、特例処理の要件を満たし

ている金利スワップについては特例処理によっています。

 (2)ヘッジ手段とヘッジ対象

 a.ヘッジ手段…為替予約取引

 ヘッジ対象…外貨建金銭債権債務

 b.ヘッジ手段…金利スワップ

 ヘッジ対象…借入金の利息

 (3)ヘッジ方針

内部規定に基づき、外貨建金銭債権債務の為替変動リスクを回避する目的で行っています。また、金利変動リス

クを回避する目的で行っています。

 (4)ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、かつヘッジ開始時およびその後も継続して、キャッ

シュ・フロー変動を完全に相殺するものと想定することができるため、ヘッジ有効性の判定は省略しています。

　また、特例処理によっている金利スワップについても、有効性の評価を省略しています。

６　その他財務諸表作成のための重要な事項

 (1)退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異および未認識過去勤務費用の未処理額の会計処理の方法は、連結財務諸

表におけるこれらの会計処理の方法と異なっています。

 (2)消費税等の会計処理

消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっています。

 

 

（会計方針の変更）

　退職給付に関する会計基準

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年5月17日。以下「退職給付会計基準」という。）およ

び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成27年3月26日。）を、当事業年度より

適用し、退職給付債務および勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算

定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を従業員の平均残存勤務期間に基づく割引率から退職給付の支払見込

期間ごとに設定された複数の割引率を使用する方法へ変更しています。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当事業年度の期

首において、退職給付債務および勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を繰越利益剰余金に加減しています。

　この結果、当事業年度の期首の退職給付引当金が259百万円減少し、繰越利益剰余金が259百万円増加しています。 

また、当事業年度の営業利益、経常利益および税引前当期純利益はそれぞれ29百万円減少しています。

　なお、当事業年度の1株当たり純資産額が3.87円増加し、1株当たり当期純利益金額は0.50円減少しています。

 
(表示方法の変更)

貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、有形固定資産等明細表、引当金明細表については、財務諸表

等規則第127条第1項に定める様式に基づいて作成しています。

また、財務諸表等規則第127条第2項に掲げる各号の注記については、各号の会社計算規則に掲げる事項の注記に

変更しています。

当該表示方法の変更により影響を受ける主な項目に係る前事業年度における金額は以下のとおりです。

（貸借対照表関係）

前事業年度において、独立掲記していました「有形固定資産」の「建物」3,099百万円「減価償却累計額」△

2,377百万円、「機械及び装置」3,445百万円「減価償却累計額」△3,263百万円、「工具、器具及び備品」4,332百

万円「減価償却累計額」△3,976百万円、「リース資産」340百万円「減価償却累計額」△222百万円は、それぞれ

「建物」721百万円、「機械及び装置」182百万円、「工具、器具及び備品」356百万円、「リース資産」117百万円

と表示しています。
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（損益計算書関係）　

前事業年度において、独立掲記していました「製品期首たな卸高」580百万円、「当期製品製造原価」18,121百万

円、「製品期末たな卸高」615百万円は、「売上原価」18,086百万円として表示しています。　

 
 
(追加情報)

　従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する事項（株式付与ESOP信託）

　　　連結財務諸表「注記事項（追加情報）」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しています。

　従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する事項（従業員持株ESOP信託）

　　　連結財務諸表「注記事項（追加情報）」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しています。
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(貸借対照表関係)

※１　担保資産

 
前事業年度

(平成26年３月31日)
当事業年度

(平成27年３月31日)

 建物 550百万円 504百万円

 土地 442 442

 計 992 947
 

     上記に対応する債務額

 
前事業年度

(平成26年３月31日)
当事業年度

(平成27年３月31日)

 短期借入金 400百万円 920百万円

 １年内返済予定の長期借入金 190 ―

 長期借入金 910 1,420

 １年内償還予定の社債 200 200

 社債 700 500

 割引手形 36 ―
 

 

※２　関係会社に対する金銭債権および金銭債務（区分表示したものを除く）

 
前事業年度

(平成26年３月31日)
当事業年度

(平成27年３月31日)

 短期金銭債権 2,365百万円 3,214百万円

 短期金銭債務 308 300
 

 

 ３　偶発債務

     債務保証

   前事業年度（平成26年３月31日）

     次のとおり、金融機関からの借入等に対して保証を行っています。

被保証人 保証額(百万円)

Ikegami Electronics（Europe）
GmbH

87
(558千ユーロ)
(50千英ポンド)

㈱テクノイケガミ 200 ―
 

 

   当事業年度（平成27年３月31日）

     次のとおり、金融機関からの借入等に対して保証を行っています。

被保証人 保証額(百万円)

Ikegami Electronics（Europe）
GmbH

97
(679千ユーロ)
(50千英ポンド)

 

 

 ４　受取手形割引残高および輸出手形割引残高

 
前事業年度

(平成26年３月31日)
当事業年度

(平成27年３月31日)

受取手形割引残高 316百万円 363百万円

輸出手形割引残高 0 ― 
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(損益計算書関係)

※１　関係会社との取引高

 
前事業年度

(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当事業年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

 売上高 2,280百万円 2,674百万円

 仕入高 1,220 1,090

 その他の営業費用 149 111

 営業取引以外の取引高 193 176
 

 

※２　販売費及び一般管理費

主要な費目および金額ならびにおおよその割合は次のとおりです。

 
前事業年度

(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当事業年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

 運賃荷造費 190百万円 201百万円

 広告宣伝費 129 151 

 給料手当 1,348 1,389 

 賞与引当金繰入額 86 97 

 退職給付費用 19 71 

 減価償却費 181 164 

 研究開発費 1,142 1,018 

 賃借料 148 158 

 販売手数料 50 18 

 諸手数料 317 271 

     

おおよその割合     

 販売費 53% 56%

 一般管理費 47 44 
 

 

※３　固定資産売却益の内訳は、次のとおりです。

 
前事業年度

(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当事業年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

 工具、器具及び備品 1百万円 1百万円
 

※４　固定資産除却損の内訳は、次のとおりです。

 
前事業年度

(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当事業年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

 建物 0百万円 0百万円

 機械及び装置 0 0

 工具、器具及び備品 0 1

 建設仮勘定 ― 0

 　計 0 2
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(有価証券関係)

　前事業年度(自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日)

　 子会社株式および関連会社株式（貸借対照表計上額 子会社株式566百万円）は、市場価格がなく、時価を把握す

ることが極めて困難と認められることから、記載していません。

 

　当事業年度(自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日)

　 子会社株式および関連会社株式（貸借対照表計上額 子会社株式566百万円）は、市場価格がなく、時価を把握す

ることが極めて困難と認められることから、記載していません。
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(税効果会計関係)

１　繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

(平成26年３月31日)
当事業年度

(平成27年３月31日)

繰延税金資産   

たな卸資産評価損 914百万円 777百万円

賞与引当金 90 99

退職給付引当金 2,189 1,632

関係会社出資金評価損 1,211 1,099

繰越欠損金 1,633 1,530

その他 242 200

繰延税金資産小計 6,282 5,340

評価性引当額 △6,282 △5,340

繰延税金資産合計 ― ―

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金 △94 △171

繰延税金負債合計 △94 △171

繰延税金資産(負債)の純額 △94 △171
 

 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 
前事業年度

(平成26年３月31日)
当事業年度

(平成27年３月31日)

法定実効税率  38.0% 35.6%

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない
項目

1.1 1.3

受取配当金等永久に益金に算入され
ない項目

△1.2 △1.2

住民税均等割等 1.7 2.5

評価性引当額 △30.5 △35.4

その他 △2.2 △0.3

税効果会計適用後の法人税等の負担
率

6.9 2.5
 

 

３　法人税等の税率の変更による繰延税金資産および繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」(平成27年法律第9号)および「地方税法等の一部を改正する法律」(平成27年

法律第2号）が平成27年3月31日に公布されたことに伴い、当事業年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算（ただ

し、平成27年4月１日以後解消されるものに限る）に使用した法定実効税率は、前事業年度の35.6％から、回収又は支

払が見込まれる期間が平成27年4月1日から平成28年3月31日までのものは33.1％、平成28年4月1日以降のものについて

は32.3％にそれぞれ変更されています。

その結果、繰延税金負債の金額が17百万円減少し、その他有価証券評価差額金が17百万円増加しています。
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(重要な後発事象)

　該当事項はありません。

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

EDINET提出書類

池上通信機株式会社(E01819)

有価証券報告書

86/94



④ 【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】
　

（単位：百万円）

資産の種類 資産の種類 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期償却額 当期末残高
減価償却
累計額

有形固定資産  建物 721 29 0 67 683 2,434

  機械及び装置 182 157 0 103 234 2,947

  工具、器具及び備品 356 229 3 208 374 3,748

  土地 1,445 ― ― ― 1,445 ―

  リース資産 117 76 ― 45 148 217

  建設仮勘定 52 643 472 ― 223 ―

 計 2,876 1,135 476 425 3,110 9,348

無形固定資産 ソフトウェア 435 199 ― 167 467 ―

 その他 129 196 43 0 281 ―

 計 564 396 43 167 749 ―
 

（注）1.当期増加額のうち主なものは、次のとおりです。

建設仮勘定　　宇都宮プロダクトセンター　　　415百万円

建設仮勘定　　開発本部　　　　　　　　　　　 95百万円

　　　　2.当期減少額のうち主なものは、次のとおりです。

建設仮勘定　　宇都宮プロダクトセンター　　　242百万円

建設仮勘定　　開発本部　　　　　　　　　　　 95百万円

 
 

【引当金明細表】
　

（単位：百万円）

区分 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

貸倒引当金 130 3 13 120

賞与引当金 254 300 254 300

株式給付引当金 ― 51 ― 51
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(2) 【主な資産および負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しています。

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

 

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 1,000株

単元未満株式の買取り  

　　取扱場所
（特別口座）
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
　　三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

　　株主名簿管理人
（特別口座）
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
　　三菱UFJ信託銀行株式会社

　　取次所 ―

　　買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

当社の公告方法は、電子公告により行います。
ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をするこができな
い場合は、東京都において発行する日本経済新聞に掲載して行います。
なお、電子公告は当社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりで
す。
 　http：//www.ikegami.co.jp/ir/koukoku/

株主に対する特典 なし
 

（注）当社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができない。

（１）会社法第189条第２項各号に掲げる権利

（２）会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

（３）株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを受ける権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

 

１【提出会社の親会社等の情報】

    当社には、親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

   当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しています。

 

(1) 有価証券報告書       事業年度   自 平成25年４月１日       平成26年６月27日

   およびその添付書類  （第73期）  至 平成26年３月31日       関東財務局長に提出

   ならびに確認書

 

(2) 内部統制報告書およびその添付書類                            平成26年６月27日

                                                                関東財務局長に提出

 

(3) 四半期報告書  （第74期第１四半期 自 平成26年４月１日       平成26年８月６日

   および確認書                     至 平成26年６月30日）     関東財務局長に提出

                  （第74期第２四半期 自 平成26年７月１日       平成26年11月10日

                                     至 平成26年９月30日）     関東財務局長に提出

                  （第74期第３四半期 自 平成26年10月１日       平成27年２月９日

                                     至 平成26年12月31日）     関東財務局長に提出

 

(4) 臨時報告書

金融商品取引法第24条の５第４項および企業内容等の開示に関      平成26年７月２日

 する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決      関東財務局長に提出

　権行使の結果）に基づく臨時報告書。

 
(5) 有価証券届出書（その他の者に対する割当）および添付書類　     平成27年２月６日

                                                                 関東財務局長に提出

 
(6) 有価証券届出書の訂正届出書（その他の者に対する割当）　       平成27年２月９日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　関東財務局長に提出

　　平成27年２月６日提出の有価証券届出書（その他の者に対する割当）に係る訂正届出書。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

 

　

池上通信機株式会社                                                                 平成27年６月26日　

取締役会　御中

 

　監査法人　保森会計事務所
 

 

代表社員

業務執行社員
 公認会計士  大  東   幸  司    ㊞

 

 

代表社員

業務執行社員
 公認会計士  横  山        博    ㊞

 

 

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる池上通信機株式会社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連

結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

 

連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を

策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、

当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用

される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リス

ク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する

内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見

積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、池

上通信機株式会社及び連結子会社の平成27年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

EDINET提出書類

池上通信機株式会社(E01819)

有価証券報告書

92/94



 

＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、池上通信機株式会社の平成27

年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

 

内部統制報告書に対する経営者の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の

基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施

することを求めている。

内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手する

ための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重

要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評

価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、池上通信機株式会社が平成27年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記

の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、

財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上

 

※１ 上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。

２ XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
 

 

 

池上通信機株式会社                                                                 平成27年６月26日

取締役会　御中

 

　監査法人　保森会計事務所
 

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士  大  東   幸  司    ㊞

 

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士  横  山        博    ㊞

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる池上通信機株式会社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの第74期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借

対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

　

財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、

これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監

査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。

財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検

討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、池上通

信機株式会社の平成27年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点に

おいて適正に表示しているものと認める。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　

※１ 上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。

２ XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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